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 I 
概 要 書 
 
今日、国際間の輸送はほとんどが海によって行われているが、この海上輸送には常に
種々の危険（海上危険）が伴い、陸上輸送と比べてその危険度ははるかに高いといえる。
したがって、海を企業活動の場として利用する企業はこのような海上危険が現実化して、
損害が生じた場合に備えて、海上保険を利用することになる。したがって、海上保険制
度は国際貿易の原動力であると言っても過言ではない。その海上保険は船舶とともに、
船舶で海上輸送される貨物を対象とするから、保険者はとりわけ輸出入貨物や三国間を
輸送される貿易貨物について国際的に厳しい競争にさらされる。原則として売主・買主
の自由に任されている保険を獲得するために、保険者は保険条件、保険料率あるいは事
故後のサービス面で世界中の保険者と競争しなければならず、それらも国際的に受け入
れられる内容のものでなければならないから、基本的な条件は国際的に標準化される傾
向がある。 
 他の保険契約と同様に付従契約に属し、各契約に適用される標準的な契約内容を定め
た保険約款に基づく、海上危険を担保するために利用されるこの海上保険契約の多くが
英国のロンドン保険業者協会が作成した諸約款に基づいて締結されているところであ
る。協会約款とともに使用される日本の旧英文保険証券（Lloyd’s SG 保険証券を模倣
したものには、「この保険は英国の法律および慣習に従う（This insurance is subject 
to English law and practice）」ことが書かれており、準拠法条項が印刷されており、
保険者の責任の有無が争われる時にその解決は英国の法律、すなわち、1906 年英国海
上保険法（“Marine Insurance Act, 1906”、以下‘MIA’と略称する）、判例法および
商慣習に基づく旨が述べられている。 
 この MIA には「担保（warranty）」という特異な概念が設けられており、海上保険契
約の『最大善意契約性』を保障してきた。この担保（warranty）は英米法において保険
契約締結の基礎をなす重要かつ特異な法理であり、保険者の損害てん補の基礎をなす条
件である。そもそも保険制度は被保険者が危険を認知し、その認知した危険を保険会社
に告知し、保険会社がその危険を査定して諾否を判断し、承諾するとなればその危険に
見合った保険料を保険契約者に課すのである。その告知された危険をもとに保険者は
「担保」を判断し、保険契約者にその「担保」の充足を求めるのである。したがって、
ひとたび海上保険契約が締結されると、被保険者はこの「担保」に拘束され、その債務
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を履行しない時は、他方は契約の解除または以後免責等の制裁を課す。しかし、「担保」
の違反は、損害との因果関係なくして、単にそれがあっただけで、その日から保険者は
責任を免れるのであるから、これは被保険者側にとって不利・過酷な制度であるという
ことが分かる。また、担保は保険者が料率を算定し、保険を引き受けるかどうかを決め
る際に信じていた危険事情と同一の性質をもつことを確保するために使用されるもの
であるから、とりわけ危険の測定にあたって重要な事情のほとんどすべてを被保険者側
から提供されるしかなかった 100年前は保険者の安全弁でありえたとしても、保険者の
情報収集能力や情報手段の発達した現代においては、被保険者を必要以上に拘束するも
のであり、近年における被保険者保護法制の傾向にも反しているのである。 
その結果、1980 年以降その「担保」制度の厳格性について一般保険を中心にその解
釈に大きな争いが起きている。因果関係の不要、重要性無関係原則および厳格適用原則、
自動免責法理を被保険者に強いているこの「担保」制度は被保険者にはあまりにも過酷
であり、その改革が余儀なくされるに至ったといえる。欧米諸国においても、英米法特
有の法理である「担保」の矛盾を唱える声が近年高まっており、米国、ドイツ、ノルウ
ェー等の国々において海上保険法における「担保」の改革に踏み切ったのである。また
英国国内でも、 1980 年以降英国法津委員会の勧告（The Law Commission’s 
Recommendation）等によって、水面下ながら徐々に改革に向けた動きが出始めている状
況である。しかしながら、英国海上保険法については、頑なに「担保」の法理が堅持さ
れているところである。 
そこで本稿では、以下の手順にしたがって英国海上保険法の「担保」について論じな
がら、英国海上保険法における「担保」の矛盾を指摘し、これからの英国海上保険法に
おける「担保」のあり方について、米国、ドイツ等の国々の法律を参考にしながら、独
自の改革案をまとめようと思っている。 
第 2章では、その矛盾が浮き彫りになった英国海上保険法における「担保」の現状況
とともに、この研究の目的について述べる。 
第 3章では、海上保険における「担保」を論じる。 
第 4 章では、「明示担保」の意義および性質、「明示担保」の発生原理、「明示担保」
違反の許容、「明示担保」と表示および条件・除外約款との差異を中心に論じ、安全担
保、中立担保について論じる。 
第 5章では、「黙示担保」について述べる。「黙示担保」の中でも「堪航担保」を中心
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に論じる。 
第 6章では、その矛盾点が浮き彫りになっている英国海上保険法の「担保」の近年に
おける改革について論じる。因果関係の不要、厳格適用原則、自動免責が主な内容であ
る英国海上保険法の「担保」制度の改革の動き、英国裁判所の解釈による「担保」適用
の緩和問題や立法的改革への試みなどを考察し、米国の Wilburn 号事件、1978 年ドイ
ツ海上保険普通保険約款（Deutscher Transport Versicherungs Verband)・ノルウェー
の 1996年海上保険通則（The Norwegian Marine Insurance Plan）おける担保法理の変
化を取り上げ、最後に B.Soyer 教授の改革案と自分の「担保」改革案である因果関係の
適用、実質的充足の適用、明示担保の明記、猶予期間の提供を提案し、最後に担保改革
への期待を述べる。 
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Ⅰ．はじめに 
 
海上保険には warranty（以下担保）という法理が存在する。この warranty は英米
法において保険契約締結の基礎をなす重要かつ特異な法理であり、保険者の損害てん補
の基礎をなす条件である。そもそも保険制度は被保険者が危険を認知し、その認知した
危険を保険会社に告知し、保険会社がその危険を査定して諾否を判断し、承諾するとな
ればその危険に見合った保険料を保険契約者に課すものである。その告知された危険を
もとに保険者は「担保」を判断し、保険契約者にその「担保」の充足を求めるのである。 
したがって、ひとたび海上保険契約が締結されると、被保険者はこの「担保」に拘束
され、その債務を履行しない時は、他方は契約の解除または以後免責等の制裁を課す。
しかし、「担保」の違反は、損害との因果関係なくして、単にそれがあっただけで、そ
の日から保険者は責任を免れるのであるから、これは被保険者側にとって不利・過酷な
制度であるということが分かる。また、担保は保険者が料率を算定し、保険を引き受け
るかどうかを決める際に信じていた危険事情と同一の性質をもつことを確保するため
に使用されるものであるから、とりわけ危険の測定にあたって重要な事情のほとんどす
べてを被保険者側から提供されるしかなかった 100 年前は保険者の安全弁でありえた
としても、保険者の情報収集能力や情報手段の発達した現代においては、被保険者を必
要以上に拘束するものであり、近年における被保険者保護法制の傾向にも反しているの
である。 
その結果、1980 年以降その「担保」制度の厳格性について一般保険を中心にその解
釈に大きな争いが起きている。因果関係の不要、重要性無関係原則および厳格適用原則、
自動免責法理を被保険者に強いているこの「担保」制度は被保険者にはあまりにも過酷
であり、その改革が余儀なくされるに至ったといえる。欧米諸国においても、英米法特
有の法理である「担保」の矛盾を唱える声が近年高まっており、米国、ドイツ、ノルウ
ェー等の国々において海上保険法における「担保」の改革に踏み切ったのである。また
英国国内でも、 1980 年以降英国法津委員会の勧告（The Law Commission‟s 
Recommendation）等によって、水面下ながら徐々に改革に向けた動きが出始めている
状況である。しかしながら、MIA については、頑なに「担保」の法理が堅持されてい
るところである。 
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そこで本稿では、以下の手順にしたがって MIA の「担保」について論じながら、MIA
における「担保」の矛盾を指摘し、これからの MIA における「担保」のあり方につい
て、米国、ドイツ等の国々の法律を参考にしながら、独自の改革案をまとめようと思っ
ている。 
第２章では、その矛盾が浮き彫りになった MIA における「担保」の現状況とともに、
この研究の目的について述べる。 
第３章では、海上保険における「担保」を論じる。 
第４章では、「明示担保」の意義および性質、「明示担保」の発生原理、「明示担保」
違反の許容、「明示担保」と表示および条件・除外約款との差異を中心に論じ、安全担
保、中立担保について論じる。 
第５章では、「黙示担保」について述べる。「黙示担保」の中でも「堪航担保」を中心
に論じる。 
第６章では、その矛盾点が浮き彫りになっている MIA の「担保」の近年における改
革について論じる。因果関係の不要、厳格適用原則、自動免責が主な内容である MIA
の「担保」制度の改革の動き、英国裁判所の解釈による「担保」適用の緩和問題や立法
的改革への試みなどを考察し、米国、ドイツ、ノルウェーをはじめとする諸国における
変化を取り上げ、その後 B.Soyer 教授の指摘および同教授の改革案について触れ、最後
に自分の「担保」改革案を述べたいと思う。 
 
最後に、本テーマを選択した経緯について一言触れておく。2006 年 10 月、恩師大谷
孝一教授がピレウス法律家協会の招きにより、ギリシャで開催された国際海法学会世界
大会においてパネリストとして基調講演をされた時、別のテーマのパネリストとして基
調講演をされた Southampton 大学法学部教授で“Arnould on Marine Insurance”（17
版）の編者である Robert Merkin 教授が「近年における英国の担保(Warranty)改革」
というタイトルで発表された報告を聴かれ、帰国後にこの問題を修士論文のテーマとし
て研究するように指導を受けた。その後、大谷教授から Merkin 教授の弟子である
B.Soyer 教授によって著された“Warranties in Marine Insurance”があることを教えら
れ、同書を中心に修士論文を作成することにしたのである。 
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Ⅱ．研究の目的 
 
今日、国際間の輸送はほとんどが海によって行われているが、この海上輸送には常に
種々の危険（海上危険）が伴い、陸上輸送と比べてその危険度ははるかに高いといえる。
したがって、海を企業活動の場として利用する企業はこのような海上危険が現実化して、
損害が生じた場合に備えて、海上保険を利用することになる。したがって、海上保険制
度は国際貿易の原動力であると言っても過言ではない。その海上保険は船舶とともに、
船舶で海上輸送される貨物を対象とするから、保険者はとりわけ輸出入貨物や三国間を
輸送される貿易貨物について国際的に厳しい競争にさらされる。原則として売主・買主
の自由に任されている保険を獲得するために、保険者は保険条件、保険料率あるいは事
故後のサービス面で世界中の保険者と競争しなければならず、それらも国際的に受け入
れられる内容のものでなければならないから、基本的な条件は国際的に標準化される傾
向がある。 
 他の保険契約と同様に付従契約に属し、各契約に適用される標準的な契約内容を定め
た保険約款に基づく、海上危険を担保するために利用されるこの海上保険契約の多くが
英国のロンドン保険業者協会が作成した諸約款に基づいて締結されているところであ
る。協会約款とともに使用される日本の旧英文保険証券（Lloyd‟s SG 保険証券を模倣
したものには、「この保険は英国の法律および慣習に従う（This insurance is subject to 
English law and practice）」ことが書かれており、準拠法条項が印刷されており、保険
者の責任の有無が争われる時にその解決は英国の法律、すなわち、1906 年英国海上保
険法（“Marine Insurance Act, 1906”、以下„MIA‟と略称する）、判例法および商慣習に
基づく旨が述べられている。 
 この MIA には「担保（warranty）」という特異な概念が設けられており、海上保険
契約の『最大善意契約性』を保障してきた。すなわち、保険契約は『最大善意の契約』 
であり、MIA 第 17 条は、海上保険契約がこれに基づく契約であり、もしも当事者の一
方がそれを守らない場合には、相手方は契約を解除しうることを規定しており、海上保
険のみでなく保険契約一般が最大善意の契約であるとされている。どんな契約でも信義
則に従うもので、保険契約にだけその点を強調する必要がないという見解がないわけで
はないが、保険契約の射倖契約性にかんがみて一般の契約以上に信義則に従う必要があ
6 
 
ることは事実であり、「買い手をして用心せしめよ」（“Caveat emptor”；“Let the buyers 
beware”）という法諺の適用を受ける一般の契約と区別する意味で、保険契約を善意契
約なりとするのは十分理由のあるところである。したがって保険者は、『最大善意契約
性』に基づいて被保険者が提供する、事故率を計算し、危険を引き受けるかどうか、も
し引き受けるとすればいくらの保険料を課すかを算定する。この危険率の算定は保険引
き受け時の危険率によってのみ行うわけではなく保険期間開始後もその危険率が変動
しないということを前提に保険者は危険を測定するのである。すなわち、保険契約時に
保険者の算定した危険率が変動すると保険契約その前提が破られることになる。そこで
保険者は担保を設け、被保険者が保険開始のために、もしくは保険契約継続のために必
ず守らなければならない事項を定め、担保違反がある時には、その時点から保険者は免
責される規定を設けている。 
 しかし、この担保の法理は一般的な法理とは異なり、担保危険と損害との因果関係が
求められない等、被保険者にとって極めて不利な制度として認識されてきた。この問題
点を克服するために英国をはじめとする様々な国がその改善や法律改定のために動い
ているが、その本家である英国では大きな変化が見られず、米国やドイツ、ノルウェー
等の国がより積極的にその改革に足を踏み入れている。 
 しかし、諸外国のこのような動きに対して英国でも 1990 年代に入ると、その改革に
むけて幾多の委員会が召集され、より抜本的な改革の動きを見られるようになった。 
 この海上保険特有の伝統的「担保」制度の改革の動きを探るのがこの論文の目的であ
る。 
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Ⅲ．海上保険法における„担保‟ 
 
担保とは被保険者が特定のことを行い、もしくは行ってはいけないこと、または特定
の条件を具備すべきことを保証し、もしくは特定の真実の存在または不存在を確認する
ことである1。これに関する MIA 第 33 条の規定は以下の通りである。 
 
33. Nature of warranty 
(1)  A warranty, in the following sections relating to warranties, means a  
promissory warranty, that is to say, a warranty by which the assured  
undertakes that some particular shall or shall not be done, or that some  
condition shall be fulfilled, or whereby the affirms of negatives the  
existence of a particular state of facts.  
(2)  A warranty may be express or implied. 
(3)  A warranty, as above defined, is a condition which must be exactly  
complied with, whether it be material to the risk or not. If is be not so  
complied with, then, subject to any express provision in the policy, the  
insurer is discharged from liability as from the date of the breach of  
warranty, but without prejudice to any liability incurred by him before  
that date. 
 
「第 33 条 担保の性質 
（１） 担保とは、これに関する次条以下の条文においては、確約的担保、すなわ
ち、特定のことが行われることもしくは行われないこと、もしくはある条
件が充足されることを被保険者が約束する担保、または特定の事実状態の
存在を被保険者が肯定もしくは否定する担保を言う。 
（２） 担保は明示または黙示のいずれかとする。 
（３） 上に定義した担保は、危険に対して重要であると否とを問わず、正確に充
足されなければいけない条件である。これが正確に充足されなければ、保
                                                   
1 葛城照三 『海上保険研究（上巻）』（海上保険研究刊行会、1959 年）、p. 257. 
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険証券に明示の規定がある場合はこれに従うこととして、保険者は担保違
反の日から責任を免れるが、その日より前に生じた保険者の責任はこれに
よって影響を受けることはない。」 
 
担保（warranty）は契約の一部を構成し、それが確認的のものであれば真実である
ことを要し、約束的または継続的のものであれば充足または履行されることを要する。
そうでなければ、被保険者が善意無過失であっても契約を強行することはできない。す
なわち、担保違反はその相手に契約を解除する権利を与えることになる。それから担保
は、これに違反すれば、その違反が危険に重要な関係を有すると否とに関係なく保険契
約を解除し得るものである。 
担保には、「明示担保（express warranties）」と「黙示担保（implied warranties）」
があり、前者は契約当事者が現実に合意し、かつ表現したところの契約内容であり、後
者は契約当事者の明示内容の補充として法律によって推定された契約に読みいれられ
る契約内容である。また黙示担保は契約当事者間において、契約の基礎となるべきこと
が暗黙の中に了解されており、明示の形式を持って合意することを必要とせず、契約が
成立したという事実によって推定される担保である。したがって黙示担保は、明示担保
のように諸書類によって明示されることを要しない。 
MIA は、上記の規定以外に第 35 条から第 38 条において明示担保を、第 39 条から
第 41 条において黙示担保について規定している。明示担保については、MIA では、特
別に「中立担保（warranty of neutrality）」と「安全担保（warranty of good safety）」
の二種類について明定している。明示担保は契約当事者がある事項を担保とする意思が
あれば、その内容のいかんを問わずこれを明示担保とすることができる。一方、黙示担
保は、「堪航担保（warranty of seaworthiness of ship）」と「適法担保(warranty of 
legality)」の二種類のみである。 
上記のように、海上保険契約において担保は、明示担保であれ、黙示担保であれ、契
約にとって重要な契約条件であるが、この明示担保および黙示担保はともに、MIA 第
33 項に規定する通り、一般的な法理とは異なり、危険と損害との因果関係が求められ
ない等、被保険者にとって極めて不利な制度として認識されている。 
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Ⅳ．明示担保 
１．明示担保の意義および性質 
 
 明示担保（express warranties）とは、保険証券中に明示され記載されている契約の
条件をいう。明示担保に関する MIA の規定は以下の通りである。 
 
35. Express warranties 
      (1)  An express warranty must be in any form of words from which the 
intention to warrant is to be inferred. 
      (2)  An express warranty must be included in, or written upon, the policy, 
or must be contained in some document incorporated by reference into 
the policy. 
      (3)  An express does not exclude an implied warranty, unless it be  
inconsistent therewith. 
 
「第 35 条 明示担保 
（１）明示担保は、担保とすべき意思が推測されるものであれば、その文言のいか
んを問わない。 
（２）明示担保、保険証券に挿入されるかもしくは書加えられるか、または引用に
よって保険証券と一体をなす書類の中に記載しなければいけない。 
（３）担保は、それが黙示担保と抵触しない限り、黙示担保を排除しない。」 
 
明示担保とは被保険者が特定のことを行い、または行ってはいけないこと、もしくは
特定の条件を具備すべきことを保証し、または特定の事実の存在もしくは不存在を確認
する所を陳述し、これを約束、保険証券に記載するか、でなければ記載された書面が保
険証券中の文言によって保険証券に結合されたものである2。またこの陳述または約束
の不真実または不充足は、そのために保険者が害せられると否とを問わず、またはこの
陳述または約束自体が危険に重要な関係を有すると否とを問わず、したがってその不真
                                                   
2  葛城照三 『海上保険講義要綱』(早稲田大学出版部、1975 年）、p. 88. 
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実または不充足が危険に重要な関係を有すると否とを問わず、保険者の選択によって保
険契約を解除すべき効力を有するのである3。 
明示担保のような保証または確認もしくは否認は、危険に重要な関係のある事柄のみ
に関係せず、危険にとって重要ではない事柄もまた明示担保の対象となる。したがって
明示担保の重要性有無を問わず、同様に保険契約を解除させることになる。つまりこの
明示担保は、文字通り（literally）充足されることを要し、実質的に（substantially）
充足される程度では不十分であることを意味する。これは、明示された担保の違反が危
険にまったく影響を及ばさなかったとしても、その担保違反の事実によって明示担保が
充足されなければ、保険証券に明示の規定があった場合および保険者が担保違反に関す
る権利を放棄した場合を除き、保険者は担保違反の日よりその責任から免がれることに
なる。ただし、担保違反の時より前に生じた保険者の責任には何等の影響を及ぼさない
4。 
また明示担保を厳格に適用した一つの事例として Overseas Commodities Ltd. v. 
Style 事件5をあげることができる。本件における保険は、缶詰めの豚肉について、缶
の膨張、固有の瑕疵および隠れた欠陥を含む一切の危険を担保するというもので、「製
造業者は製造日を証明するために、すべての缶にコードを押刻することを担保」してい
た。缶の中には正しくコードが押刻されているものもあったが、コードが押刻されてい
ない缶があるということが判明した。被保険危険のために多くの缶詰めが廃棄処分の宣
告を受け、残りの缶詰めも市場より安い値段で売却された。このような事情において、
裁判所は次の通り判決した。 
 
「すなわち、保険契約は缶詰めの数と同じ数だけの契約にこれを再分すること
は不可能である。かなりの数の缶にコードが押刻されておらず、したがって全
保険契約について担保違反がある。」 
 
 
                                                   
3  葛城照三 『海上保険研究（上巻）』（海上保険研究刊行会、1959 年）、p. 261. 
4  MIA 第 33 条 
5  Lambeth, R.J.,Templeman on Marine Insurance (London, 1986)6 th ed.,; 大谷・木村訳『テ
ンプルマン海上保険－その理論と実際』(損害保険事業総合研究所、1991 年) pp. 591-592; 
Overseas Commodities Ltd. v. Style (1958) 1 Lloyd‟s Rep. 546. 
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２．明示担保を文字通り厳格に充足すべき根拠 
 
明示担保がいわゆる事実確認的なものであれば文字通り真実であることを要し、約束
的または継続的なものであれば文字通り充足されることを要するのはいかなる根拠に
基づくものであるか。 
多くの法律家および保険法学者は（明示または黙示の）担保は契約の条件、保険者の
責任の停止条件、保険者の責任を制限または解除する事項すなわち、「contingency」で
ある6というが、担保が普通の条件であるか否かは検討を要する問題であり、もし普通
の条件であるとすれば、明示担保は実質的に正確であれば足り、文字通り正確であるこ
とを要しない。同じく条件であっても、MIA に規定されているように「特に正確に充
足することを要する条件」であるとし、あるいは絶対条件の性質を有する契約約款7
（stipulation）であるというならば、厳格な充足を要する根拠としての意味が明白であ
る。 
たとえば「アフリカにおいておよびそこから英領西インド諸島の一つまたは二つ以上
の荷卸港まで」の条件で、一隻の船が奴隷貿易航海について保険に付けられた。そして
その船舶は「14 門の 6 ポンド大砲、旋回砲、小武器、および 50 名以上の人員をもって
リバプール（Liverpool）を出帄し、また船底は銅板をもって被覆されていた」という
覚書が保険証券の欄外に挿入されていた。しかし船舶は 50 人の人員ではなく 46 名だ
けの人員を載せて実際にリバプールを出帄したが、リバプール出帄後 12 時間以内にボ
ーマリス（Beaumaris）において別に 6 名の人員を載せたことが明らかとなった。リバ
プールとボーマリスとの間では、船舶は 46 名の人員を載せても 50 名を載せた場合と
全く同様に安全であったという明白な証拠もまた提出された。裁判所は全皆一致で、次
の通り判決した8。 
 
「『14 門の 6 ポンド大砲、旋回砲、小武器、および 50 名以上の人員をもって
リバプール（Liverpool）を出帄し、また船底は銅板をもって被覆されていた』
ということは明示担保であり、この担保は船舶が 46 名の人員のみをのせてリ
                                                   
6  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 263. 
7  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 263. 
8  Arnould, J. ,Arnould's Law of Marine Insurance and Average, (London, 1961) 15th ed.,s. 
644; De Han v. Hartly(1786) 1 T.R. 343,345. 
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バプールを出帄することによって違反となった。したがって本保険証券は完全
に無効である。」  
 
またこの事件において、Mansfield 卿 は、次のように述べた。 
 
「いかなる目的のために担保が挿入されるかは全く問うところでない。担保が 
挿入されるならば、それが文字通り充足されない限り契約は存在しないのであ
る。」 
 
また Ashurst 判事は次のように述べた。 
 
「担保の意味自体が、担保が文字通りに充足されたかどうかの一切の問題を解除
することである。担保が文字通りに充足されなければならない」。 
 
また De Han v. Hartly 事件9と同様、担保が文字通り充足されなかった Newcastle 
Fire Insurance Co. v. Macmorran 事件10において、Eldon 卿は、次のように述べた。 
 
「ある物が特定の性質または種類のものであることが担保されるときは、それは、
正確に特定の性質をもつ種類のものであると記述された通りのものでなければ
ならないということが保険法の明白な第一原理である。それが重要であるかない
かは問うところではない。唯一の問題は、これが実際に(de facto)、私が署名し
たものであるか、ということである。」 
 
また、Yorkshire Insurance Co. v. Campell 事件11によれば、海上保険証券によって
保険に付けられた horse（馬）が「Soult X St.Paul(mare) (ソールト・X・セント・ポ
ール（牡馬）系)」と記載されていたが、実のところその馬の血統が記載されていたこ
とと異なっていた。この血統が不正確に記述されたと認定された場合において、枢密院
                                                   
9  本論文 11－12 ページ参照 
10  (1815) 3 Dow 255.; Arnould, op. cit., s. 643. 
11  (1917) A.C. 218.; Arnould, op. cit., s. 643. 
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は次のように述べた。 
 
「馬種を記述したこの言葉は担保に相当し、被保険者は馬の損害についててん補
を受けることができない。」 
 
このために、明示担保が実質的にではなく、文字通り厳格無比に充足されるべきとす
る根拠の一として「普通の条件ではなく、正確に充足することを要するという制限の付
加された条件、すなわち、絶対条件（条件の違反が常に essential breach となるべき条
件）である」という説を挙げることができる12。 
Philips も担保を条件であると認めているが、彼はこれを厳格に解釈すべき理由とし
て、「条件はこれを自己に設定した者に対して厳格に解すべしという普通法上の原則に
由来したものであるからである」と述べている13。彼の言ったように、その 1 つの理由
は確かに普通法上の原則に由来しているが、この原則は何も担保の解釈に限ったことで
はない。問題は担保が特に厳格な解釈を要する理由である。明示担保を文字通り厳格に
充足することを要すべき別の理由として考えられるのは「担保の意義自体がこのように
厳格な充足を要する性質のものである」という説である。この説は、担保が条件である
か否かという点は問題とせず、担保自身の性質がこのように充足を必要とすることを意
味するというのである。したがって契約当事者がこのような性質であることを知った上
で、明示担保を挿入したとすれば、それは合意の結果であるから、拘束されるのは当然
のことである14。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
12  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 263. 
13  Phillips, A treatise on the Law of Insurance, (1867) 5th ed., p. 418. 
14  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 263-264. 
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３．明示担保違反の許容 
 
 明示担保違反が許される場合の MIA の規定は以下の通りである。 
 
34. When breach of warranty excused 
(1) Non-compliance with a warranty is excused when by reason of a change  
of circumstances, the warranty ceases to be applicable to the circumstance  
of the contract, or when compliance with the warranty is rendered  
unlawful by any subsequent law.  
(2) Where a warranty is broken, the assured cannot avail himself of the  
defence the breach has been remedied, and the warranty complied  
with, before loss. 
(3) A breach of warranty may be waived by the insurer. 
 
 「34. 担保違反がゆるされる場合 
（１） 担保の不充足は、事情の変更によって担保が契約の事情に適用できなくな
るとき、または、担保の充足がその後の法律によって違法となるときは、
許される。 
（２） 担保の違反があった場合には、被保険者は、損害発生前にその違反が改め
られて担保が充足されていたという抗弁を援用することができない。 
（３） 保険者は、担保違反を主張する権利を放棄することができる。」 
   
 明示担保はその内容と実際の状態が文字通り正確に一致することを必要とし、万－そ
の不一致がある場合には、保険者は保険契約上の責任を免ぜられる。ただし保険者の選
択により保険者が担保違反に関する自己の権利を放棄して、契約上の責に任ずることは
できる。こうして担保違反が矯正されて損害発生前にその担保を完全に充足するに至る
ことがあっても、保険証券と反対の明示の定めがある場合および保険者がその担保違反
に対し有する権利を放棄した場合を除き、明示担保違反の事実は依然として保険者に保
険契約の解除権を与える。このことは黙示担保の違反についても同様である。 
 上の明示担保の一般原則に対して二つの例外がある。すなわち、 
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① 事情が変更したため明示担保が契約の事情に適合できなくなったとき。 
  ② 明示担保を充足することがその後の法令により違法となったとき15。 
この二つの場合には、明示担保を充足しないことが許容されるのである。このことは
MIA 第 34 条に規定されている。 
 事情の変更によって担保の不充足が許容される例としては、護送船団を組んで航行す
ることを担保されている船舶が、平和回復のため、そのことが不必要となった場合を挙
げることができる。「戦争中、ある外国の要港から将来護衛艦つきで出帄するという担
保が挿入された場合、船舶が護衛艦つきで出帄する予定の時期より前に平和の調停があ
るならば、それは担保充足の必要を免除する」ことになるであろう。なぜならば、契約
当事者が保険証券の条件を挿入した時、当事者はその挿入の唯一の誘導力となった事情
が継続することを予期していたと公正に推定することができるからである。この場合の
原則は「理由がやめば法もやむ」(cessante ratione, cessat lex)16ということである。 
つまりこのような許容が認められるのは、この担保を保険証券に挿入した時において、
この挿入を必要とした事情が継続することを当事者が前提としたとの推定であるから
である。もっともこの担保が事情の変更前に違反された事実があった場合には、その後
に事情の変更があっても先の担保違反によって保険契約は解除される17。 
 明示担保を充足することが後日発布された法令により違法となる場合の例としては、
商船が武装することを禁止する法令が保険責任開始後に発布され、その結果「武装担保」
（“warranted armed”）が違法となる場合を挙げることができる。これは、捺印証書に
よる契約において、当時適法であることを行うことを定める場合において、その後ある
成文法の施行により、上記のことを行うことを妨げられたときは、捺印証書による契約
は消滅するという一般契約法における履行不能による契約の消滅の原則を明示担保に
適用したものである。この担保違反の許容の場合においても、担保充足を禁止する成文
法または命令の発布前すでに担保違反の事実があれば、被保険者は、担保充足を禁止す
る成文法または命令が後日発布されたことをもって抗弁とすることはできない。また担
保の充足が保険契約締結の当時、すでに違法にあるならば、違法を理由にその保険契約
は無効であることは言うまでもない18。 
                                                   
15  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 265-266. 
16  Arnould, op. cit., s. 648. 
17  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 266. 
18  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 266. 
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４．明示担保発生の理由 
 
 明示担保がいつ英国の普通法上の原則となり、今日のように海上保険契約解釈上の重
要問題となったかは明らかでないが、明示担保の厳格な解釈が裁判において最初に確定
されたのは 1786 年の De Hahn v. Hartley 事件19であり、この判決により明示担保の意
味が一般に明らかにされたと言われている20。 
この事件より前の多数の事件において明示担保が裁判上問題となっているので、果し
て前掲の 1786 年の事件において明示担保の厳格な解釈が確定されたかどうかは非常に
疑わしい。この事件の判決が明示担保の苛酷性について判決したことは事実であるが、
この判決で明示担保の苛酷性が創作されたとは思われない。恐らく海上保険制度が英国
に移植されて以来、徐々に厳格主義が醸し出され、慣習的に海上保険業界において当事
者の意識してきた法を裁判所が是認宣言したものでないかと思われる21。 
De Hahn v. Hartley 事件の概要は以下の通りである。 
ある船舶がアフリカ海岸碇泊中およびアフリカを出帄して西インドに至るまでの航
海につき保険が付けられた。その保険証券の欄外には「船舶は 14 丁の 6 ポンド砲、旋
軸砲、小銃と 50 以上の人員で Liverpool（リバプール）を出帄し、船底は銅板をもっ
て被覆されること」という覚書を挿入されていた。しかし実際には、同船は、46 名の
人員を乗組ませてリバプールを出帄し、リバプールを出帄後 12 時間で到達した
Anglesea島において別に6名の人員を乗組ませた。同船は無事アフリカに到達したが、
そこで捕獲された。 
裁判所はこの覚書を明示担保であると見なして、担保違反があったと判決した。 
本件において、船舶は保険責任開始の時、すなわち、米国海岸に碇泊する時には、担
保によって明示された人員以上の人員を乗組ませていた。それからリバプールを出帄し
て Anglesea 島に到達するまでの間、46 名の乗組員は 50 名の人員を乗組ませたと同様
の安全性をもつていたことを陪審は明白に評決した。また捕獲は担保違反と無関係であ
った。 
しかし裁判所は、50 名以上の人員を乗組ませてリバブールを出帄することを担保し
                                                   
19  (1786) 1 T.R. 343,345.; Arnould, op. cit., s. 643. 
20  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 267. 
21  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 267. 
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たので、46 名の人員を乗組ませて出帄したことは担保違反であるから、保険証券は保
険者の選択により全体的に（in toto）無効となると判決したのである22。MIA が、一度
担保違反があったときは、被保険者は損害発生前にその違反が矯正されかつその担保が
充足されても抗弁とすることができないと規定したのは23、恐らくこの判決を起源とす
るのであろう24。 
 そうであるならば上記のように苛酷性を有する明示担保が発生したのは、どこに理由
があるのであろうか。三浦義道博士は担保発生の原因として次のように述べている25。 
 
「すなわち、英米法においては、裁判所は、保険約款中に疑義ある時はその解釈
を保険者に不利益に解すべしとの原則を適用する。そこで保険者はこの不利益を
免れんとして warranty clause のようなものを当事者間に協約するに至り、担保
はその内容が重要なると否とを問わず文字通り真実なることを要することで、こ
れによって重要性の立証の困難に備えたものである。」 
 
上の見解は一理あるように見えるが、明示担保はその内容が危険に重要な関連性をも
つかどうかの問題ではなく、その内容が実際の状態と一致するかどうかの問題であるの
で、重要性の立証の困難に備えたものであると主張する三浦博士の説には賛成すること
はできない。明示担保の発生は英国海上保険における最大善意の原則の派生的なもので
はないかと思われる。海上保険制度が移殖された初期においては、明示担保は恐らく危
険に重要な関係のあったものに限られていたと思う。また重要な担保の違反のみが保険
契約の効力に影響したものだと思われる。また保険証券面に記載されるかまたは結合さ
れることを除いては、明示担保と表示とは差異はなかったと思われる。被保険者は通常
荷主かまたは船主であり、彼等が保険に付ける財産は千差万別であって、保険者はこれ
らの財産について個々の被保険者が各自の財産について有する程度の知識をもつこと
は到底不可能であった。また被保険者は保険に付けようとする自己の財産を多くの場合
自己の管理および支配の下の範囲に置いているから、財産の置かれている過去および現
在の状態を承了しており、かつ将来置かれるであろう状態を誰よりも正確に想像し得る
                                                   
22  Hahn v. Hartley (1786) 1 T.R. 343,345.; Arnould, op. cit., s. 643. 
23  MIA 第 34 条第 2 項 
24  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 268. 
25  三浦義道『告知義務論』（厳松堂、1924 年）、p. 97. 
18 
 
はずである。しかし、保険者は多くの場合保険の申込まれた財産を直接調査できる状況
ではなかった。重要であると否とを問わず危険に関する一切の知識を被保険者の陳述に
頼らなければならなかった。禁反言（estoppel）の原則があるので、保険者は後日の争
いに備えるために契約をできる限り明示的にしようとした。そして一切の被保険者の陳
述を頼りにして、保険を引受けるか否かまた引受けるとすれば保険料をいくらにすべき
かを判断した。このように被保険者の一切の陳述によって危険を見積り、保険料を決め
なければならないとすれば、保険者は被保険者に対してその陳述について最大善意を要
求したであろう。保険者は被保険者に善意を要求するあまり、危険に重要な関係のある
表示につき「貴殿の言われることは間違いないか。間違いないとお考えになれば、後日
の証拠のために保険証券に記載し、実際と貴殿の言われることに相違があれば、仮に貴
殿が善意無過失であっても、また危険に関係がなくても、さらに実際に起ることあるべ
き被保険危険と因果関係がなくても、保険契約を解除しても差し支えないか」と言った。
被保険者は善意をもって約束しまたは確認したのであるから、この申し出を拒む理由は
なかったであろう。こうして被保険者の一切の陳述のうち危険に重要でありながら陳述
にして多くは危険率の低いであろう陳述を認定させようとする目論見のために、陳述が
保険証券に記載されて明示担保となったのではないか。すなわち、明示担保発生の初期
においては、明示担保は危険測定に重要な関係のあるもののみが行われたのではないか。
それが後日危険測定に対して必ずしも重要ではない関係の陳述または約束が明示担保
となるに至ったのではないかと思われる26。 
それでは、これに対する裁判所の態度は、海上危険の測定や保険料の決定は、かつて
は ― 今日でも恐らく昔と変わりがないと思われるが ― 専門家の憶測に任せる仕
事であった。裁判官も陪審も専門家である保険者の憶測の仕事に対して、あれこれ批判
することを避けた。したがって裁判所は、保険契約締結の前後における事実または事情
について、保険者がどのような目的で明示担保を挿入させたかまたは被保険者が保険証
券に明示担保を挿入することを拒絶しとき保険者は被保険者の意図を確かめる目的で、
保険証券を解釈しようとすることはなかった。すなわち、裁判所は、契約自由の原則を
援用して、前述のことは契約当事者以外の者が触れるべからずという方針（hands-off 
policy）をとった27。 
                                                   
26  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 269-270. 
27  Patterson, Essentials of Insurance Law , (1935),  p. 240. 
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 こうして保険者と被保険者は自由に取引の内容を交渉し、被保険者は重要な担保の重
要な違反は勿論、重要ではない違反に対しても保険者に保険契約の解除権をあたえるこ
とを承認した。このことが度重なるにしたがって、契約両当事者は明示担保というもの
は厳格な解釈が施されるものであると認めるに至ったものと思われる。その厳格さは被
保険者にとってそれほど苦にはならなかったことは、被保険者が善意をもっている以上、
明示担保と実際とが文字通り一致することについて自信があるからであって、またその
自信があることのみを担保とすればよいからである。しかしながら重要な担保の軽度の
違反があった場合に保険契約を解除することができる権利を保険者にあたえるという
慣行が生まれ、それによって重要でない担保が挿入される動機になったと思われる。 
 仮に Patterson の言うように、担保に厳格な解釈が施されるに至ったのが 1786 年の
De Hahn v. Hartley 事件における判決であったするならば、この判決はそれ以前に一
般に保険契約当事者の心理に存在していた法を宣言したものに過ぎないのであって、こ
の判決が明示担保の厳格性を創作したわけではなかろう28。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
28  Patterson, op. cit., p. 241. 
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５．明示担保と条件 
 
担保(warranty)と条件(condition)はしばしば同じ意味で使われている。MIA は、担
保は危険に対して重要なものであるかどうかを問わず正確に充足すべき条件であると
規定しており、また担保は保険契約の停止条件（condition precedent or suspensive）
であると簡単に述べているが29、はたして明示担保は通常の意味の条件であるのか。 
 海上保険契約の合意内容、すなわち、terms は、これを分析すると undertaking と
condition によってからなる。前者は債権債務の発生、存在およびその内容に関する当
事者の合意を表しており、後者は上記の債権債務の発生および存在を制限し、または消
滅できる事項に関する当事者の合意を表している。一般契約法において warranty は
promise とともに undertaking に属するが、英国法における担保、約束および条件は
その意味が漠然としていて、terms は上記の三つの言葉のどんな意味にでもあてはまる
場合がある。海上保険法における warranty は、被保険者がこれによって特定のことを
行いまたは行ってはいけないこともしくは特定の条件を具備するべきことまたは特定
の事実の存在または不存在を引き受けるものであるから undertaking に属するが、保
険者の債務の発生を制限するものであることを考えれば conditionに属するともいえる。
海上保険法における明示担保の意義および性質が今日のように厳格になったのは 1786
年の De Hahn v. Hartley 事件およびその他の諸事件における Mansfield 卿の判決によ
るものであるが、彼の 1780 年代以前の判決においては、担保と条件とは同意語ではな
いという見解を明示していなかった。その後、担保と条件を区別する判決が起きる。
1783 年の Hibbert v. Pigou 事件30である。この事件は、船舶が「護送船団を組んで出
帄すること」を担保していた。しかし、その後,「船団を組まずにして暴風雤中に出帄
し、海難により損害を被ったが、保険者は担保違反を理由にこの損害につき責めを負わ
ない」と判決された事件である。 
De Hahn v. Hartley 事件においては、「保険契約における warranty は condition（条
件）すなわち、contingency（保険者の債務の発生または消滅する事項）である。この
condition すなわち、contingency が充足されなければ契約は存在しない」と明確に述
                                                   
29  Badger, D. and Whitehead, G., Elements of Cargo Insurance and Average, (London,1981) 
2nd ed.,pp. 29-30.  
30  (1783) Marshall, Ins. 292; Arnould ,op. cit., s. 644. 
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べており、この事件では三年前の Hibbert v. Pigou 事件の時の暗示を完全に撤回した形
である。彼の暗示的な表現を除いては、実際のところ裁判所も学者達も明確に担保と条
件とを区別しているものは英国には見当たらない。米国においては、英国の上記の二つ
の事件をはじめ、同時代の諸事件の判決に影響されたことによって、英国と同様に裁判
所が明示担保を厳格に解釈するに至り、そのために明示担保は被保険者にとって極めて
過酷なものであった。そこで成文法をもって明示担保の過酷な解釈の原則を緩和しまた
はその効果を制限するになり、ここに明示担保と条件の間に潜む概念おびその効果を区
別する必要が生じたのであろう。米国においても裁判所が未だかつて両者の差異を分析
し、明確に両者を定義した事件は見当たらないが、ある学者がその差異を明確に述べて
いる31。 
 たとえば、George Richards 氏は担保（黙示担保も同様）と条件の主要な差について
次ぎのように述べている32。 
 
「担保違反は、その担保の重要性またはその違反の程度の重要性に関係なく契約
を解除できるものとなっていることに対して、条件違反はその条件が重要であり
かつまたその重要な条件の違反の程度が重要である時にのみ、契約を解除できる
ものである。担保は文字通り真実であり、または正確に充足すべきことを必要と
しているが、条件は実質的に真実でありまたは履行すべきことを必要とするにす
ぎない。たとえば、保険の目的物内にガソリンを保管した時は、保険契約を無効
とするという解除条件（condition subsequent or resolutive）がある場合、危険
を増加させない程度の尐量のガソリンを入れたタンクが保険の目的物内に保管
されていることは条件違反とはならないが、同様のことが「担保」とされた場合
には、それは担保違反となるであろう。また保険責任開始の停止条件または保険
契約に定めた保険者の債務の停止条件に関しても、解除条件と同様の差異および
別の差異が生じる。すなわち、保険責任開始の停止条件と明示担保との差異を考
えると停止条件は、保険契約の内容が確立した後であって保険者の責任が開始す
る前に第一回の保険料の払い込みのような行為が行われることまたはある事件
の発生があることもしくはある事情の存続することを要求する。すなわち、停止
                                                   
31  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 280-281. 
32  A Treatise on the Law of Insurance, (New York, 1906)., s.100. 
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条件は保険責任開始の関門に存在するもので、それが充足されなければ、仮に保
険証券が形式上作成されかつ引き渡されても、それは合意の域を脱せず、強行す
べき保険契約の成立を妨げるものである。これに対して、担保は契約の効力の発
生を未決定に置きまたはその発生を妨害するものではなくて、ただ担保の違反は
保険契約を保険者の選択により解除できるものである。上記の条件違反において
は、解除すべき「契約」は存在しないが、担保の違反においては、解除すべき「契
約」は存在しているのである。」 
 
 ならば停止条件が保険者の利益にまったく無関係のものであった場合にはどうなる
であろうか。契約に定めた債権債務の存在を重要ではない事件の発生に関連づける意思
を当事者が明確な言葉をもって表示しようとすればできないのであって、そのことは契
約自由の原則上一般に認められているところであり、英国裁判所も事件の判決について   
「当事者は明らかに重要ではないことを非常に重要な契約の事項の要素と考えること
がある。もし当事者がこのような事項の充足を停止条件とすべき意思を明瞭に表示する
ならば、それは停止条件となるであろう」と述べている。しかしながら、実際問題とし
ては、裁判所は、担保の場合を除いては、全然重要ではない停止条件の不履行をもって
契約の効力の発生を妨げると判決した事件はない。また有効な保険契約の成立後契約に
定めた権利の存在の停止条件も文字通りの履行は必要とされず、実質上の履行で充分で
ある。保険金請求権の停止条件をなす保険証券の規定もこの例であろう。たとえば被保
険危険発生の通知は直ちに行わなければならない云々の規定は当時の事情によればで
きる限り早急に通知することをもって足りるものとする33。 
 担保と条件とを区別する理由として、米国の保険学者は、米国の成文法中には担保と
条件とを区別して適用する法律があることを掲げている34。すなわち、米国においては、
担保の厳格性を緩和するための様々な法律が制定されているが、その法律の中には、担
保のみに適用する規定があり、また担保と条件両方を適用する規定がある。米国の法律
は、担保と条件とを区別しているためにこの両者は別個のものであることを証明してい
る。また米国において担保と条件を区別する最後の理由は、それぞれの違反の場合の挙
証責任の所在が両者において異なるからである。この問題については、米国においても
                                                   
33  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 282-283. 
34  Richards, op. cit., s. 100. 
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異論がないわけではないが、担保違反と解除条件の違反は。特に保険者によって申し立
てられかつ証明されることを要するが、停止条件の履行の申し立ての証明の責任は保険
証券に基づき訴訟を提起する被保険者の側にあるということに多数の意見が一致して
いる35。 
以上述べた担保と条件の差異は米国の保険学者の説であるが一方、英国では独自の区
別を設けているかというと、必ずしもそうではない。既述の通り、担保の厳格性を最初
に裁判所において宣言したといわれる Mansfield 卿は、「保険契約における warranty 
は condition であり、contingency である」と明白に述べており、MIA も担保は条件で
あると規定している。このことを考えると、尐なくとも海上保険契約においては、担保
と条件とは区別されていない。英国においてこの区別を行わないのは担保および条件に
関する関係的法理が未だ充分に練られていない結果である。MIA におけるある意思表
示は甚だ漠然としたものであって、担保に限ったことではない。「subject-matter of 
insurance（保険の目的物）」のような用語にしても甚だ曖昧な用法が見受けられる。英
国海上保険契約においては担保を条件であるとしても、担保と同じであるところの条件
は契約の内容（terms）をなす条件に限る。すなわち、ある条件の違反が契約の内容、
性質および目的を考慮して相手方に契約解除権を与える当事者が認めている性質の条
件に限る。MIA が、特に、担保は危険に対し重要であるかどうかを問わず正確に充足
することを要する条件であると規定したのは、このことを意味しているのであろう。担
保には危険に対し重要なものとそうではないものとがあるが、危険に対して重要な条件
と同じであるということを規定したのである。契約の条件違反に essenstial breach と
non-essential breach とがあるが、前者が契約に対して vital の違反のみを指すにもか
かわらず、担保違反はその重要性のいかんを問わない。したがって、担保が契約に対し
vital のものであると否とを問わず、特に essenstial breach に属するものとみなしてい
る。故に、担保を絶対条件の性質を有する契約約款（stipulation）であるとすると、担
保は条件であるが普通の条件ではなく、その違反が essenstial breach となる条件であ
ることになる36。 
 
 
                                                   
35  Richards, op. cit., s. 99. 
36  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 284-285 
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６．明示担保と除外約款 
 
ロイズ S.G.保険証券において、保険者の負担する危険については列挙主義が採られ
ている。すなわち、保険者は保険証券に列挙された個々の危険と列挙にもれたそれと類
似の危険だけしか負担しないのであり37、その後の約款において、前に負担またはてん
補することを約束した危険または損害の負担またはてん補を除外することを定めてい
る。このような除外約款がすなわち exception である。除外約款は負担（カバー）の制
限である。そこで明示担保と除外約款の違いを次のような点より考察することができる。 
 第一に、担保違反は保険者の選択により保険契約全体を解除することができるが、除
外約款においては、除外した危険または損害の発生は法律上契約関係には何ら影響する
ことなく、除外した危険または損害に関する限り、保険者が負担しないだけのことであ
る。   
第二に、担保違反によって生じる保険者の契約解除権は約因なしで放棄することがで
きる。しかしながら、除外約款の場合、保険者は権利放棄によって除外損害に対して責
に任ずることにはならない。これはまさに除外損害に対して保険者はまったく責任を有
しないことを意味し、放棄すべき権利もないのであるから、根拠のない権利放棄によっ
て存在しないてん補責任を負担することは不可能である38。 
 
 後述するように、明示担保は特定の形式を必要とせず、担保である旨の文言の有無は
要件ではないが、担保という言葉があっても、担保でないものがある。たとえば
「Warranted free from particular average」の「warranted」は担保を意味しない、
すなわち、これは単独海損が起こらないことを担保したものではなくて、単独海損が保
険者のてん補する損害の範囲外であることを意味し、この文言全体が除外約款である39。 
 明示担保と除外約款の例を比べてみると、「船舶は中立船である」との陳述が保険証
券面にあれば、それは担保であり、「戦争危険によって生じる損害は負担しない」との
記述が保険証券面にあれば、それは除外約款である。前者の場合には、船舶が中立船で
なければ、保険契約全体が保険者の選択によって解除されるが、後者の場合には、戦争
                                                   
37  大谷孝一・今泉敬忠 『海上保険法概論』（損害保険事業総合研究所、2003 年）、p. 99. 
38  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 286-287. 
39  Arnould ,op. cit., s. 641.  
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による損害について保険者はその責に任じないだけであって、戦争による損害が起こっ
ても、合意の本質である契約の内容には何ら影響はない40。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
40  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 287-288. 
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７．明示担保と表示 
 
１）表示の定義 
 
表示(Representation)とは告知義務に基づき保険者の質問に答えて、もしくは保険者
に保険を引き受けさせ、もしくは低率の保険料を課させようと保険者を説得するために、
被保険者側（正確にいえば保険申込人またはその代理人）が行う口頭または書面による
陳述である41。MIA の表示に関する定義は以下の通りである。 
 
20. Representations pending negotiation of contract 
(1) Every material representation made by the assured or his agent to the 
insurer during the negotiations for the contract, and before the contract is 
concluded, must be true. If it be untrue the insurer may avoid the 
contract.  
(2) A representation is material which would influence the judgment of a 
prudent insurer in fixing the premium, or determining whether he will 
take the risk.  
(3) A representation may be either a representation as to a matter of fact, or 
as to a matter of expectation or belief.  
(4) A representation as to a matter of fact is true, if it be substantially correct, 
that is to say, if the difference between what is represented and what is 
actually correct would not be considered material by a prudent insurer.  
(5) A representation as to a matter of expectation or belief is true if it be made 
in good faith.  
(6) A representation may be withdrawn or corrected before the contract is 
concluded.  
(7) Whether a particular representation be material or not is, in each case, a 
question of fact. 
 
                                                   
41  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 271. 
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「弟 20 条 契約締結の交渉中の表示 
（１） 契約締結の交渉中であって契約が締結される前に、被保険者またはその代
理人が保険者に対して行った一切の重要な表示は、真実でなければならな
い。それが不実であるならば、保険者は契約を取消すことができる。 
（２） 慎重な保険者が保険料を定め、または危険を引受けるかどうかを決定する
に当たって、その判断に影響を及ばす表示は、これを重要な表示とする。 
（３） 表示は、事実問題に関する表示であることもあれば、期待または信念の開
局に関する表示であることもある。 
（４） 事実問題に関する表示は、それが実質的に正確であれば、すなわち、表示
されたものと現実に正確なものとの間の相違が慎重な保険者によって重要
とみなされないものであれば、これを真実な表示とする。 
（５） 期待または信念の問題に関する表示は、それが善意でなされるならば、こ
れを真実な表示とする。 
（６） 表示は、契約締結前においては、これを撤回または訂正することができる。 
（７） 特定の表示が重要であるか否かは、場合における事実問題とする。」 
 
表示は口頭または書面でなされるが、保険証券面に記載された表示または保険証券面
の文言をもって保険証券に結合された書面に記載された表示は、これをもって担保とす
ることを保険契約当事者が合意することは自由である42。しかし、表示は実質的かつ公
正な充足で十分であるのに対して、担保は厳格かつ文字通りの充足を要求する。すなわ
ち、担保が述べることは文字通り事実であることを要し、担保が約束することが正確に
履行されることが必要である。また、性質において、明示担保は契約の要素であり当事
者の合意した契約の一部であるが、表示は契約の付随的かつ独立的な契約の準備的陳述
である。したがって、表示は保険証券に記載することも引用することも必要としない。
また保険証券に全く無関係の書面に記述することも、あるいは口頭を持って陳述するこ
とも自由である43。 
また形式上の差を取り上げることができる。明示担保は契約の一部を構成し、契約は
保険証券をもって表現することを必要とするため、明示担保は保険証券に記載されるか、
                                                   
42  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 272-273. 
43  Arnould, op. cit., s. 643. 
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そうでなければ明示担保を記載した書面を保険証券面の引用文言によって保険証券に
結合させなければならない。この場合、両者をもって完全な単一の保険証券とみなされ
る。保険証券面の特定の陳述が保険契約の基礎になる旨が保険証券に記述されていると
きは、その陳述が真実であることが担保される44。 
担保が記載された書面は、それが正式に作成された保険証券に結合されたものである
限り、署名または捺印を必要としない。それでもなおその担保は契約の一部を構成し、
被保険者が保険金を回復し得るためには、担保の違反がなかったことが必要とされる。
明示担保が保険証券面に記載されるものではなく保険証券に結合させその担保を契約
の一部とするためには、保険証券にその旨を明確に言及しなければならない。保険証券
に単に付着するだけでは不十分である。米国において、「ある陳述を記載した書面を保
険証券に貼り付けることは保険証券の一部として見なすには不十分であり、それは明示
担保でなくて表示である」と判決された45。同様に英国においても、「ある陳述が記載
された紙片が単に保険証券に添付され、あるいはまた保険証券署名の時に保険証券にの
り付けされても、それは表示以外のなにものでもない」と判決されている。しかし、多
数の紙片に多数の条件を記載してロイズ保険証券に添付された場合に、これを保険契約
の条件として慣習上実際にみとめている事実から考えると、問題は微妙である46。 
 表示の書面をもってするか口頭をもってするかは自由であるが、契約当事者がこれを
保険証券に挿入することを希望する場合に、これを挿入してはならない理由はない。そ
こで、保険証券に記載されても契約の一部を構成しないことに合意した陳述および保険
証券に記載されていない陳述を表示として解釈することについては別段の困難は起こ
らない。ある陳述が保険証券に記載された時、またはその陳述を記載した書面が保険証
券に結合された時、それを表示として解釈するか明示担保として解釈するかについて、
保険証券の他の諸契約が当事者の意思の発見に役立たない場合に、問題が起きるのであ
る。表示の内、いわゆる積極的表示、すなわち、保険証券とは全然別の書面をもって、
あるいは口頭をもってある事実の存在または不存在を確認し、あることを行うことまた
は行わないことを保証し、その確認または保証についての一切の責任を被保険者が負担
する旨の陳述も依然として表示であるが、これと同じ陳述が一度保険証券に記載される
                                                   
44  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 273. 
45  Pawson v. Barnevelt (1779) 1 Dougl. 12 n; Arnould ,op. cit., s. 639. 
46  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 274. 
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かまたは明示の文言をもって保険証券に結合されると、保険証券の他の部分の諸規定中
に当事者の真意に疑問を挿む材料がない限り、それは明示担保となる47。 
 たとえば船舶を保険に付けるに当たって、保険仲立人が保険者に危険を引き受けさせ
るために、この船舶に関して「船舶は銃 12 丁、兵 20 名を搭載すること」と記述して
いる被保険者から保険仲立人宛ての指図書を保険者に提示したときに、裁判所は、これ
はいわゆる積極的表示であって危険に重要な関係のある表示として解釈したが、もしこ
れが保険証券に書き込まれたならば担保であると判決した。また米国においても「船舶
が船渠に入って検査を受けることを担保する」と船舶保険の申込書に記載されていたが、
保険証券にはこの旨が記載されなかったため、これは表示に過ぎないと判決された48。 
 表示は事実的充足で足りるが、明示担保は文字通り厳格な充足が必要であるから、あ
る陳述が表示であるか明示担保であるかはその充足の程度において大きくに異なる。も
っとも表示の中の危険の測定に重要な関係をもつ事実の積極的表示、すなわち、重要な
表示の不真実がある場合には、保険者はその選択によって保険契約を取り消すべきこと
ができるものとされており、明示担保違反があった場合には、保険者は選択によって契
約を解除できるものとされており、両者は共に保険責任を解除するから、明示担保と重
要な表示との差異は、前者が保険証券面に記載されるかまたは結合されているのに対し
て、後者が保険証券面に記載または結合を必要としないという形式において区別される
に過ぎない49。 
 
２）明示担保と表示の効果上の差異 
 
 明示担保と表示の性質上および形式上の差異から効果上重要な差異が生じる。すでに
述べたが、明示担保は文字通り真実であり、また最も慎重なる正確さをもって充足され
ることを必要とし、それを違反した場合には担保違反となり保険者は保険契約を解除す
ることができる。担保違反は被保険者の善意悪意を問わないのである50。これに反して
表示はその言葉に厳格かつ文字通りに充足することを必要としない。詐欺の意思が行動
に現れない限り、表示は実質的に真実であれば足りるのである。すなわち、明示担保は
                                                   
47  Yorkshire Ins. Co., Ltd. V. Campbell(1917) A.C. at pp. 224, 225; Arnould ,op. cit., s. 640  
48  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 275. 
49  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 275-276. 
50  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 276. 
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文字通りに（literally）真実であることを要し、表紙は実質的に(substantially)真実で
あることを要するのである。 
ここで形式上の差異から生じる効果上の差異に付いて二つの事件を引用する。 
Bean v. Stupart 事件51によれば、その保険証券の欄外に「船舶の 4 隅に 8 門の砲、
上甲板に 6 門の 6 ポンド砲、船客の外に 30 の船員」と書かれていた。この陳述には別
に「担保する」との文言は付加されていなかったが、船舶が上記の防備をなしていると
言う担保であると判決された。この事件において砲が一門足りなくても、また船員が一
名不足しているだけでも、担保違反となったであろうがこれが単なる表示であったなら
ば、砲一門の不足または船員一名の不足は、危険に重要な関係がない限り、保険証券の
効力には影響はなかったであろうと判決された。 
また Pawson v. Watson 事件52によれば、船舶を保険に付けるに当たり、保険代理人
は保険者として危険を引受けさせようとして、「船舶は 12 の銃と 20 名の大人（men）
を搭載すること」と記述してある書面を保険者に提示したが、これは保険証券に転載さ
れずまた結合もされなかった。それでも実際には船舶は 12 の銃の外には 16 名の大人
と 11 名の尐年を搭載して出航した。この人員は実際上 20 名の大人よりも防備力とし
ては強力であった。しかしながら、もしこの陳述が保険証券に記載されたならば、明示
担保であり、したがって担保違反として保険者を免責になるが、保険証券に記載されな
かったために表示であると判決された。 
したがって表示の内容と実際の状態が一致することで足りるから、この表示は事実上、
文字通りではないが、強力性および便利性の点においてかつ抵抗の目的からみて一層危
険に好都合である兵力と砲とを搭載することによって、保険証券はこれを取り消し得べ
きものとはならなかった53。 
 明示担保と表示との性質上の差異から生じる効果上の差異は、前者においては担保さ
れた事実または事情の危険に対する重要性または非重要性の問題には一切問わないの
に対して、後者においてこれは問題となるのである。現在このようなことが存在しまた
は将来存在するであろうということが担保された場合においては、その担保の内容が危
険に対しいかに重要ではないことであってもまたそのことの存在または不存在が保険
                                                   
51  (1778) 1 Dougl. 11.; Arnould ,op. cit., s. 649. 
52  (1778) 2 cowp. 785, 788.;Arnould ,op. cit., s. 555. 
53  Arnould ,op. cit., s. 556. 
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料の決定に何ら影響しないものであっても、担保された事柄は絶対的に真実であること
を要し、あるいは文字通り充足されることを要するのであって、そうでなければ担保違
反の日より保険契約は解除されることになる。 
これに反して、表示は保険者に対して情報を伝達するためまたは保険者に危険を引受
させるための被保険者側の陳述であって、この陳述の中に保険者が危険を引き受けるか
どうかまた危険を引き受けるとすれば保険料をいくらにするかの判断に影響すると推
定される事実すなわち、重要事実（material facts）に関する陳述、すなわち、重要表
示のみが保険証券の効力に影響するのである。もっとも重要ではない表示においても詐
欺があれば、すなわち、悪意不真正表示であれば、問題は別であるが、そうではない限
り、表示の不真実は、その不真実に表示された事実が重要なる事実でない場合は、保険
証券に何ら効果を及ぼさない54。 
 明示担保の違反と損害との間に因果関係があることおよび不真正表示と損害との間
にあることは共に必要ではない。すなわち、損害が担保違反または不真正表示に全く無
関係に起きても、保険者は担保違反または不真正表示を理由としてその損害に対する一
切の責任を免れることができる55。たとえば、護送船団を組んで出帄することを担保し
ていた船舶がこれを組まずに出帄し、暴風のために滅失した事件において、担保違反の
ために保険者はてん補責任から免れた56。この事件において、船舶が単独航行したため
敵船に攻撃されまたは捕獲されたのであれば、担保違反と損害との間に間接的ではある
が因果関係があったといえる。しかし、海難による滅失と担保違反との間に何ら因果関
係はなかった。もっとも損害と担保違反との間に因果関係のあることを要しないことは
担保の性質上当然のことである。同様に不真正表示を理由に保険契約を取り消し得るた
めには、損害が不真正に表示された事実または事情に関係ある原因よって起こらなけれ
ばならない必要はない。たとえば被保険者が船舶および貨物が実は交戦国財産であった
ものの、中立国財産であるとの表示した場合において、これは善意・錯誤よってなされ
る悪質・詐欺をもってなされるかどうかを問わず、被保険者が海難によって生じた損害
をも回復することはできない57。この場合、損害が捕獲によって生じたのであれば、損
害と真正表示との間には因果関係が成立するがこの事故は通常の海難によって生じた
                                                   
54  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 278. 
55  Arnould ,op. cit., s. 563. 
56  Hibbert v. Pigou (1783) Marshall, Ins. 292; Arnould ,op. cit., s. 644.  
57  Arnould ,op. cit., s. 563.  
32 
 
のであるから、因果関係はなかったのである。明示担保違反の効果のような相手方によ
る保険契約の解除権は損害発生の有無に全然関係がないのである。この点に関しては不
真正表示の効果とは全く同じである58。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
58  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 279. 
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８．明示担保の解釈 
 
保険者は明瞭な文言をもってある陳述を「担保」とし、またそれを明示担保にする意
思が推定される場合にはそれがいかに危険に対して重要ではないものであっても、それ
は「担保」である59。法律用語の warranty は海上保険証券に使用されたが「担保する
（warrant）」は担保を構成する上で不可欠のものではない60。しかしながら、「（特定日）
に出帄する」、特定日に「港にいる」もしくは「全く安全である」、または「○○号の何
本かの大砲および○○号の何人かの兵員を搭載する」などの言葉は、もしこれが保険証
券の本文、下部または欄外に書きこまれるならば、正式の約款と全く同様に明示担保に
該当するであろう61。 
ただ、「契約約款」（stipulation）の中に「・・・を担保する」という文言が加えられ
ているときは、その契約約款が保険責任の発生または存続の停止条件として取り扱われ
るべき意思の推定証拠とはなる62。しかしながら、このことは文字通り推定的なもので
あって絶対的なものではない。その契約約款の全体としての意味から、また保険証券の
他の一切の部分を考察した上、当事者がその契約約款に担保の性質を付する意思ではな
かったと思われる時は「・・・を担保する」との文言が付加されても、その契約約款は
担保として解釈されない63。 
 また free という文言の前にある warranted のような言葉、たとえば「warranted free 
from particular average」は exception を意味し warranty ではない。またある陳述に
「warranty」または「warranted」のような言葉が付加されても必ずしも明示担保で
ないことがある一方64、そのような言葉が加えられなくても、担保にする意思の推測で
きるものであるならば、どのような語句を使用しても明示担保となる。 
 Aktieselskabet Grenland v．Janson 事件65によれば、「鉱山用木材を運送しないこと」
という担保は、「枕木」すなわち、のこぎりで切った木材の積荷の運送によって担保違
                                                   
59  葛城照三 『海上保険講義要綱』(早稲田大学出版部、1975 年）、p. 88. 
60  Ivamy, E. R., Marine insurance., (London, 1969); 葛城照三訳『海上保険法』(早稲田大学出
版部、1972 年）、p. 430. 
61  Kenyon v. Berthon (1778) 1 Dougl. 12n.; Arnould ,op. cit., s. 640. 
62  Badger, op. cit., pp. 29-30. 
63  Dover, V.,A Handbook to Marine Insurance, 8th ed., ( London, 1975); 姉崎義史監訳『ビク
ター・ドーバー海上保険法』(成山堂、1988 年）、p. 70. 
64  今村 有 『海上保険契約論』（上）(損害保険事業研究所、1978 年)、p. 226. 
65  (1918) 35 T.L.R. 135; Arnould ,op. cit., s. 649.  
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反とはならないと判決された。鋸で切った木材は、その 1 本 1 本の長さのいかんによっ
ては、炭坑で敶かれる小さな電車線路の建設に使用されることもできれば、鉱山の屋根
を支えるために使用されることもできる。特別に鉱山に使用するために市場に出された
ものではなかった。 
 文言上担保であることが明らかでない場合、保険証券に挿入された危険に関係のある
事実の陳述は、それがどのような文言をもって表現されまた保険証券のどの部分に表現
されたとしても、担保として解釈されるべきであり、この担保の不充足は保険責任の開
始の停止條件であると推定される。担保は危険に対して重要な関係があるかどうかを問
わず厳格に解釈されるが、ある陳述が担保であるかどうかの決定にあたっては、その陳
述が危険に対して重要な関係があるかどうかが大いに考慮される66。 
ある陳述が担保であることを示す明白な文言は必要ないということを示す例に船舶
の国籍に関する担保がある。たとえば、保険証券に保険の目的物を「A 国の○○号」で
あると記載した場合、その記載は A 国の船であるという明示担保に等しい。 
ある事件によれば、貨物が「米国の Mount Vernon 号積み」として保険に付けられ、
この船舶名の記述は船舶が米国船であるという担保を含み、米国・フランス間の条約に
よって要求された通りの米国船としての船舶書類を備える必要を生じさせた担保であ
ると判決された67。ただし、ここで注意しなければならないことは、船舶名が保険証券
において表現された国語のいかんにより、船舶の国籍が推定されないものでないという
ことである68。たとえば、スペイン語の Tres Hermanos を Three brothers と英語で
表現した場合、その英語の船名は船舶が英国船であることの明示担保ではない。 
明示担保になるには一定の形式を要しないことはすでに述べた。しかし、保険者が自
己の責任を制限する目的をもって「本条件を充足しなければ仮に貨物が被保険危険の発
生によって滅失してもてん補の責に任じない。」という意味の条件を欲するならば、保
険者はそのことを平易な言葉をもって保険証券に明示すべきである。そうでなければ、
場合によっては明示担保として解釈されないことが起り、あるいはその決定に付き裁判
所を困惑させることになりかねない69。まさに次の事件もそうである。 
                                                   
66  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 290. 
67  Arnould ,op. cit., s. 640. 
68  Baring v. Claggett (1802) 3 B. & P.; Arnould ,op. cit., s. 640.  
69  葛城照三・前掲書、pp. 291-292. 
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 Birrell v. Dryer 事件70によれば、期間保険証券に、10 月 1 日と 4 月 1 日との間に St．
Lawrence にいないことを担保する「warranted no St. Lawrence between October 1 
and April 1」という約款が挿入された。この船舶は、10 月 2 日にセント・ローレンス
にいたが損害なくして同地を出帄し、保険期間中の 7 月に損害が発生した。 
この事件についてスコットランド控訴院は、次のように述べている。 
 
「この担保は St. Lawrence 河にのみの適用があり、St. Lawrence 湾には適用が 
ない。その理由は、（1）この担保は曖昧である、（2）この担保を解釈する慣習が 
立証されない、（3）懲罰的約款は『人は表示の不明瞭に対し自ら責を負わなけれ 
ばならない』（contra proferentes）の法諺にしたがって保険者に不利に解すべき 
である。」 
 
すなわち、この明示担保は日本国の商法に見られる危険の条件的制限に関する担保で
あると判決されたのである71。もしこの担保をこのように寛大に解釈せずに、告知の義
務に関するものであり、それからいわゆる確認的担保でありかつまた保険責任開始の停
止条件であると解釈をするならば、その解釈も充分可能であり、船舶が 10 月 1 日より
4 月 1 日までの問のある時期に St. Lawrence に居たことをもって担保違反となり、保
険者は保険契約を解除できると考えられる72。しかしながら判決は寛大であった。判決
はこの明示担保を危険の条件的制限に関する担保73の意味に解釈した。 
また数ある明示担保の一つに、船舶が一定の日以前に「発航すべき担保（warranty “to 
sail”）」と「一定の日に指定の港から発航すべき担保（warranty “to sail from” or “to  
depart from”）」がある。この二つの担保はその内容が異なる74。前者は、これを充足す
るためには、船舶が現実に発航港を離れることを要しない。船舶が航海するのに必要な
万端の準備を整えてその航海を開始し、かつ偶発事故に妨害されなかったならば発航港
を離れることができる状態にあればいい。しかしながら、船舶が航海を遂行するために
必要な事柄、たとえば、乗組員の定員の充足または税関の出港手続が欠けていたために
                                                   
70  (1884) 9 App. Cas. 345; Arnould ,op. cit., s. 652. 
71  加藤有作『海上危険論』（巌松堂、1932 年）、pp.76-77. 
72 葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 292-293. 
73 加藤有作・前掲書、p. 356. 
74  Arnould ,op. cit., s. 658.  
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停船する必要がある場合などには、単に抜錨で担保を充足したことにならない。船舶が
発航したか否かの決定の標準になるのは、船舶が港を離れた時に船長が直ちに航海を開
始すべき準備と意思とを有していたか否かにある75。これに反して、「一定の日に指定
の港から発航すべき担保」の場合においては、船舶が現実に指定港の境界内を離れなけ
れば、この担保は充足されないことになる。この担保は絶対的なもので、船舶が出港の
準備を整えながら悪天候またその他の偶発事故のため出港を妨げられたような場合で
も変わらない。船舶が特定の日に特定の港を離れなければ、その保険契約は担保違反の
理由によって解除することができる76。 
 また、担保は、保険証券に関しては、そこに使用されている文言の商業上の意味（full 
commercial import）において被保険者を拘束する77。その例の一つに「鉄または鉱石
ではないこと」の担保（warranted “no iron or ore”）がある。この担保に関する事件78
によれば、「純登簿トン数を超える鉄または鉱石もしくは燐酸塩の積荷しないことを担
保する」（“warranted no iron, or ore, or phosphate cargoes exceeding net register 
tonnage”）との内容が保険証券に挿入されていた。 
この事件に関し控訴院は、次のように判決した79。 
 
「すなわち、売買のようなある種の商業上の目的のためには、『鉄（iron）』と『鋼
（steel）』とを区別する必要があるけれども、船舶にとって危険であると考えられ
るある種の積荷を『鉄』という一般的な記述によって除外するのがこの担保の目
的であることは明らかであり、そのため、本件では担保の意味する『鉄』という
文言の中に『鋼』を含めるのが妥当である。」 
 
したがって、純登簿トン数を超過する多量の銅が積送されることは担保違反とあると
して、保険者は責任を免除された。 
また、別の事件80によれば、船舶の保険証券の欄外に「旅客の外に 30 名の seaman
（船員）」と記載されていた。ここの「旅客の外に 30 名の船員（thirty seamen, besides 
                                                   
75  Arnould ,op. cit., s. 655.  
76  Arnould ,op. cit., s. 655. 
77  Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、p. 593) 
78  Hart v. Standard Mar. Ins. Co. (1889) 22 Q.B.D.; Arnould ,op. cit., s. 649. 
79  Hart v. Standard Mar. Ins. Co. (1889) 22 Q.B.D.; Lambeth,(大谷・木村訳・前掲書、p. 593)  
80  Bean v. Stupart (1778) 1 Dougl. 11; Arnould ,op. cit., s. 649.   
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passengers）」という担保における『船員』（seamen）の意味について問題が起った。
船舶の帳簿には 26 名の海員（mariners）が署名してあるに過ぎなかった。原告は司厨
（steward）料理人（cock）、船医（surgeon）および給仕（boy）等を海員（seamen）
として数えた。この原告の主張を裁判所は支持した。まさに給仕は商習慣によって
seamenの中に含まれるということが証明されたのであって、陪審は次のように述べた。 
 
「本保険証券上の seamen は旅客とは別の運航に使用された者を意味する。」 
 
さらに別の事件81によれば、船舶保険における「価額の一部を無保険とすることの担
保（“warranted part value uninsured”）」が争われた。すなわち、本件の船主は保険
契約のために船舶を 12,000 ポンドと評価し、保険金額を 9,600 ポンドとする保険を数
人の保険者に付け、残額の 2,400 ポンドを無保険とすることを担保した。その後、船主
は、9,600 ポンドを保険者等の中に破産するらしい者がいるとの風評を聞いたため、損
害発生が発生したときに破産した保険者から損害を回収することができないために生
じる不足を補うつもりで、更に他の保険契約を締結した。 
本件において、Mathew 判事は次のように述べた。 
 
「支払不能となった保険者につけた保険のおおよその不足額を補うために船主が 
新たな保険をつけることは、このために名目上の合計保険金額が担保に限定され
た金額を超えた場合といえども、これは担保の違反とはならない。」  
 
以上の数件の担保は、その解釈にあたって、商業的意味として解釈されたことがわか
るが、商業的な意味がない担保については、文字通り厳格に解釈される。たとえば、保
険証券の欄外に「2009 年 7 月 20 日港にあること（“in port 20th july 2009”）」と記述さ
れていた。しかしながら、船舶は実際には 7 月 18 日に出帄したことが判明した。裁判
所は「これは明白な担保違反である。二日の相違は危険に重要な差異を与えないとして
も、これが真実でなかったために、保険者は保険契約を解除することができる。」と判
決されるであろう。 
 
                                                   
81  General Insurance Co. of Trieste v. Cory (1897) 1 Q.B. 335; Arnould ,op. cit., s. 649. 
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 明示担保の解釈にあたっては、それがどのような目的をもって挿入されたのかの問題
を考慮外にして、担保の内容からこれに付随する条件を読入れてはならないのが原則で
ある。たとえば、「○○号に 20 門の大砲を備えること」という担保があった場合に、実
際に 20 門の大砲を備えれば担保は充足されるのであって、この大砲を操作するに不十
分な 25 人の人員しか乗組ませなかったとしても、担保違反とはならないと判決された。
この明示担保 20 門の大砲を操作するに十分な人員を乗組ませることを黙示してはいな
いという理由によったものである82。 
 しかしながら、上に掲げた事件に不可解な点がある。「○○号は 20 門の大砲を備える
こと」が担保されているが、実際には 22 門の大砲と 25 名の人員を搭載していた。人
員の点について 20 門の大砲を操作するに充分な人員を乗組ませることを黙示していな
いという判決は納得できるとしても、大砲の数は担保の通り 20 門ではなくて 22 門で
あった。また「船客の外に 30 名の船員」という担保の場合において、26 名の海員の外
に原告の主張通り司厨、料理人、船医および給仕数名を船員の中に入れると、担保の要
求する 30 名を超過していた。すなわち、両事件において、担保は文字通りには充足さ
れなかったことになる。そうとするならば裁判所が、「20 門の大砲を備えること」との
担保に対して 22 門の大砲を備え、また「30 名の船員という担保」に対して 30 名以上
の船員を乗組ませ、これをもって担保違反としたなのは、「尐なくとも」（„at least‟）と
いう文言を読入れたからであろう。すなわち、裁判所は「尐なくとも 20 門の大砲」ま
たは「尐なくとも 30 名の船員」と解釈したのである。裁判所のこのような解釈の根拠
は、一層多くの大砲または一層多くの船員を搭載することが保険者にとって有利である
という点にあることと思う。しかしながら、－層多くの大砲または一層多くの船員を搭
載することが船舶の重さを増し、沈没の危険を高めるということになれば、裁判所はそ
のような解釈を採択しなかっただろう。これは要するに、明示担保は文字通り厳格に、
危険に重要な関係をもつかどうかに関わらず充足されるべきである解釈原則には若干
の制限があったものと認めざるを得ない。既述の「warranted no iron」の明示担保の
例にしても「尐なくとも」という明示担保の表現上現われていない文言を読み入れるこ
との例にしても、明らかに担保の「文字通りの解釈」の原則を破っている。したがって、
多数の事件の判決を見ると、判決相互間には幾多の矛盾が見られるのである。 
また契約の文言をいかに注意深く書いても、裁判所が契約を解釈するにあたって、そ
                                                   
82  Bean v. Stupart (1778) 1 Dougl. 11; Arnould ,op. cit., s. 649. 
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の契約の性質および目的から合意（implication）を引出さねばならない場合が起りが
ちであるということである。このことは、明示担保の解釈にもあてはなることで、当事
者が意図した目的は何であったかを考えなければ、「一部無保険の担保」が前掲のよう
な事情の場合に担保違反とならなかったことの理由を理解することができない。したが
って明示担保が文字通り厳格に解釈されるということおよびそのためには担保挿入の
目的を考慮外に置くということについては、個々の事情に応じて相当の制限が存在する
のである83。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
83  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 296-297. 
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９．明示担保の種類 
 
保険契約当事者がある陳述を担保とすることは自由である。またある陳述を担保とす
る意思を明示しなくても、担保とする意思が推測することができる場合には、その陳述
は担保となる。ここでは、明示担保の性質上または形態上の種類を考察する。 
明示担保はまず確認的担保（affirmative warranty）と約束的担保（promissory 
warranty）または継続的担保(continuing warranty)と分類することができる。約束的
担保と継続的担保は同義語である。保険責任の開始前または開始の時にある事実また事
情の存在または不存在を陳述または主張する明示担保は確認的担保である。たとえば、
船舶または貨物が中立国財産であること、船舶がその力を有すること、船舶がその日に
出帄することなどは確認的担保の例である。また保険期間中あることを行いまたは行わ
ないことを合意し、もしくはある事実の将来における発生またはある行為の将来におけ
る履行を合意した明示担保は約束的担保である。たとえば、船舶がとある時点以前に出
帄すること、あるいは船舶に特定の数の人員を乗組ませることを担保した場合などはこ
れの例である84。 
 MIA はこういったこの分類をせずに、両者を約束的担保としている85。いわゆる確認
的である担保は事実上約束的担保であるからである。たとえば、船舶が中立船であると
いう担保は、保険契約成立の時において船舶が中立船であることを確認するだけではな
く、被保険者が事情を支配する保険期間中、船舶が中立性を継続することを合意するも
のである86。 
しかし米国においては、この分類が重要視され、法律学者もー般的にこれを認めてい
る。米国の裁判所は、担保の語句が明白に約束的担保であることを示している場合を除
いては、担保は確認的担保であると判決している87。それは確認的担保より約束的担保
の方が被保険者にとって不利不便が多いから、曖昧な意味をもつ文言は保険者の不利に
解釈すべしという原則に基づくものである。 
たとえば、米国において「構内において喫煙は許されない（smoking is not allowed on 
premises）」ということが担保されていた保険の目的物に米国の裁判所はこれを確認的
                                                   
84  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 299. 
85  MIA 第 33 条 1 項 
86  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 300. 
87  Patterson, op. cit., p. 266. 
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担保とみなし、契約成立後、被保険者またはその他の者が構内において喫煙したことに
よって担保違反にはならないと判決されるであろう。上記の米国の事件と同様の事件が
英国において海上保険事件として起ったとすれば、担保違反として保険者は保険契約の
解除権を有するという判決が下るであろう。 
ある陳述が担保であるためには必ずしも「warranty」、「warranted」または
「warranted that」の文言がある必要はないということについてはすでに述べた。この
ような文言を使用すると否とにかかわらず、担保である以上法律上の効果は同じである
が、米国の学者の中には、このような文言を使用する担保を定式担保（formal warranty）
といい、このような文言が使用されずに担保として解釈されるものを不定式担保
（informal warranty）という者がある。もちろん後者は黙示担保を意味するのではな
く、保険証券に挿入された陳述で明示的に担保とする文言を付加されなかったものを指
すのである88。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
88  Patterson, op. cit., p. 251. 
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１０．安全担保 
 
保険の目的物の状態が不明で、もしくはその正確な状態が疑わしく、または、事故の
発生が判明しているような状況下において、保険の手配が実際に必要となることがある。
このような場合には、安全担保を契約に挿入するかまたは「すでに報告されている事故
は担保しない」という条件で、保険契約を締結することがある。MIA は、特に二つの
明示担保について規定しており、その一つが安全担保（warranty of good safety）であ
る89。これに関する MIA の規定は次の通りである。 
 
38. Warranty of Good safety 
Where the subject-matter insured is warranted 'well' or 'in good safety' on a 
particular day, it is sufficient if it be safe at any time during that day. 
 
「38.安全担保 
  保険の目的物が特定の日に『無事』または『安全』 であることが担保される場
合には、その日の任意の時刻に安全であれば、それで足りる。」 
 
この安全担保とは保険の目的物が特定の時およびもしくは特定の場所において安全
であった旨を確約する陳述であって、保険証券に記載されたものをいう。たとえば「all 
safe or well on the September 2009”」または「warranted in the port of Yokohama on 
the 15th August 2009」などがこの例である。特定の日におおける保険の目的物が「無
事(well)」または「安全(in good safety)」が何を意味するかは問題である。船舶の場合、
安全は無損傷状態を意味するわけではない。船舶の浮揚を保つためにポンプで排水する
必要があるときでも、差し迫った沈没の危険がない限り「安全」といえる。しかし難破
船の状態で港に到着し、人工的に浮揚が保たれている場合には「安全」とはいえない90。
要するに船舶が被保険者の占有下にあり、捕獲または抑留されておらずかつ船舶が被害
を被っていても船舶として存在していれば、その船舶は「安全」である。 
                                                   
89  Dover,（姉崎訳、前掲書、p. 72） 
90  葛城照三 『海上保険講義要綱』(早稲田大学出版部、1975 年）、p. 89. 
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 1789 年の Blackhurst v. Cockell 事件91によれば貨物が「滅失したと否とを問わない」
の条件の保険証券に「1784 年 12 月 9 日無事であることを担保する」と書かれていた。
この保険は 1784 年 12 月 9 日午後 1 時から 3 時までの間に保険者によって引き受けら
れた。しかしながら、貨物積載船は同日の午前 8 時に滅失した。裁判所は、船舶が 12
月 9 日のある時刻において無事であったため、「保険者は損害てん補の責に任ずべきで
ある、と判決した。本件においては、保険契約の時刻より前に損害が発生しても、「滅
失したと否とを問わない」という遡及約款が効力を発揮したのである92。 
この事件に関した Kenyon 卿は次のように述べた。 
   
  「我々全部は、船舶がその日の任意の時刻に無事であったならば、それで十分であ 
  り、したがって被告はてん補責任を負う。」 
 
 保険者は、－定の日より前に生じた一切の損害に対する責任を免がれるために、船舶
が－定の日に「完全に安全」または「無事」であったという担保を保険証券に挿入しな
ければならないのである。「保険の目的が特定の日に『無事』または『安全』であるこ
とが担保される場合には、当該日中の任意の時刻に安全であれば、それで十分である」
と MIA は規定している。この担保の解釈は、このように担保される物は船舶であるが、
保険の目的が船舶でなくて積荷である場合も同じである。 
 
 船舶が一定の日に「港に」いたという担保も同様に解釈される。保険証券の欄外に、
「1776 年 7 月 20 日港に」と保険証券を横にして書込まれた場合において、Mansfield
卿は次のように判決した93。 
 
「これは船舶がこの日に港に居なければならないという担保である。したがって船 
舶が 7 月 18 日に出帄したことが立証されたので、保険証券は無効である。」 
 
 船舶が 1 ヶ月間「Portsmouth 港に安全に碇泊している」という条件で、1 ヶ月間の
                                                   
91  Blackhust v. Cockell (1789), 3 T. R. 360; Arnould ,op. cit., s. 653.  
92  葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 308-309. 
93  Kenyon v. Berthon (1778) 1 Dougl. 12 n. ; Arnould ,op. cit., s. 653. 
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火災危険に対して保険がつけられた事件において、Ellenborough 卿は次の通り判決し
た94。 
 
「すなわち、船舶が修繕および積荷の積込みの一層の便利を図るためその港の一部 
から他の場所に移動させられることによって、この保険証券は取消し得べきものと 
はならない。何故ならば、船舶は安全に移動させられた港の各部分において安全に 
碇泊したからである。」 
 
 保険の始点（terminus a quo）は記載されていないが、保険がその保険期間中一切の
航海において船舶を担保する意図である場合の期間保険においては、船舶が「港にいる」
という担保は船舶が指定の日に任意の港にいることによって充足されるであろう。しか
し－定の境界（terminus）「においておよびここから」の条件の保険証券においては、
「港に」という総括的文言は、その保険証券上航海が開始することになっている港を指
すものと解さなければならない。また、その担保は船舶が指定の日にその港にいなかっ
た限り、充足されないであろう95。 
 
例えば、Colby v．Hunter 事件96によれば、船舶は「1825 年 10 月 19 日に港に」い
たという担保に、ある船舶が「ハンブルグにおいておよびそこから Vigo まで」の条件
の保険につけられた場合において、同船がその日に、ハンブルグから 90 哩下流の、同
様に Elbe 河には在るが、ハンブルグ港の境界外にいる Cuxhaven 港にいたことが判明
したとき、Tenterden 卿は本件において次のように述べた。 
 
「これは担保の充足ではない。船舶が、指定の日に航海中にあるということは異な 
るものとして、どこかの港にいたということを約束することが被保険者の専らの意 
図であったとすれば、被保険者は、この様式の保険証券の下においては、10 月 19 
日に船舶が『完全に安全』または『無事』であったと担保すべきであった。」 
 
                                                   
94  Clarke v. Westmore (1807). N.P. 939, 13th ed. ; Arnould ,op. cit., s. 653. 
95  Arnould ,op. cit., s. 653. 
96  Colby v. Hunter (1827) 1 Mood. & Malk. 81; Arnould ,op. cit., s. 653. 
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１１．中立担保 
 
１）中立担保の定義 
 
中立担保に関する MIA の規定は次の通りである。 
 
36. Warranty of neutrality 
(1) Where insurable property, whether ship or goods, is expressly warranted 
neutral, there is an implied condition that the property shall have a neutral 
character at the commencement of the risk, and that, so far as the assured 
can control the matter, its neutral character shall be preserved during the 
risk.  
 
(2) Where a ship is expressly warranted 'neutral' there is also an implied 
condition that, so far as the assured can control the matter she shall be 
properly documented, that is to say, that she shall carry the necessary 
papers to establish her neutrality, and that she shall not falsify or suppress 
her papers, or use simulated papers. If any loss occurs through breach of 
this condition, the insurer may avoid the contract. 
 
「第 36 条 中立担保 
（１） 船舶であると貨物であるとを問わず、被保険財産が中立財産であることが明
文で担保されている場合には、その財産が危険開始の時に中立的性質を有す
ること、および、被保険者が事態を支配できる限り、中立的性質が保険期間
中維持されることを黙示条件とする。 
（２） 船舶が「中立」であることが明文で担保されている場合には、被保険者が事
態を支配できる限り、船舶が適当に書類を備え付けること、すなわち、船舶
がその中立性を立証するのに必要な書類を備え付けること、および、船舶が
その書類を偽造もしくは隠匿しないことまたは擬装書類を使用しないことを
も、黙示条件とする。この条件の違反によって損害が生じた場合には、保険
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者は契約を取り消すことができる。」 
 
18 世紀、世界中で海戦が広く展開されていた当時、保険に付けられた船舶または貨
物が敵の船貨として捕獲の危険にさらされるかどうかを確かめることが、保険者にとっ
て重要なことであった。そこでこの危険を避けるために、被保険者が自己の財産を中立
財産として保険に付けることを希望した場合には、保険者は被保険者にその船舶または
貨物が中立財産であることを担保させることが習慣となった。船舶または貨物が中立財
産であることを担保させることは、「中立であること担保する（warranted neutral）」
「中立財産であることを担保する（warranted neutral property）」といった文言を保
険証券に挿入することによって行われた。また、あるときには担保の形式的約款がなく、
たとえば、「米国船」、「スウェーデン人」、「デンマーク帄船」などのように、船舶また
は貨物が中立国の物であることを記述することによって行われた。これは、中立の形式
的担保と同じ効果をもつと判決された97。 
また、保険契約が締結されたとき、船舶または貨物が政治的中立国の国民または中立
国の商人のいずれによっても所有されていなかった場合には、これは中立担保の最初か
らの（ab initio）違反である。さらに、もし航海中船舶が封鎖に関する法規に違反し、
あるいは捜査権に抵抗し、あるいはその他何らかの方法で中立船として違法な行為を行
い、そのために船舶の中立性の資格を喪失するならば、これも保険証券上の一切の責任
から保険者を免除する権利を与える担保違反になる。この担保は実は確約的担保であっ
て、この点において他の真正な黙示担保と異なる。たとえば、堪航黙示担保においては、
船舶を不堪航にする船長または海員の後日の行為は担保違反に該当しない。しかしなが
ら、中立担保は「被保険者の支配圏外の事情がその時にそのように存在すること」を意
味するにすぎず、「その事情がそのように継続すること」を意味するものではない。た
とえば、危険開始の時に、中立であることを担保された財産が実際に中立国人によって
所有されるならば、この中立国人が自国と他国との間にその後戦争が勃発することによ
って交戦国人になっても、それは担保違反ではない。被保険者は、船舶および貨物が危
険開始の時に中立であることを担保する。彼は船舶および貨物が全危険期間中船舶のど
のようなことがあっても中立であることを継続するということを担保するのではない
                                                   
97  Baring v. Claggett (1802), 3 B.& P. 201; Arnould ,op. cit., s. 660.   
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98。 
２）中立の維持  
 
中立であることが担保された一切の財産は、危険開始の時に中立国人によって所有さ
れていなければならず、かつ中立国人によって所有されることが被保険者またはその代
理人の支配圏内にある限り、危険の終了のときまで継続されなければならない。すなわ
ち、出生または住所のいずれかによって商業上の目的のために中立国人である人々の所
有に属し続けなければならない99。 
しかし、危険開始後における中立の維持は絶対的なものではない。中立担保は、被保
険者が保険期間中保険の目的物が中立財産であることを継続するということの担保で
はなく、被保険者はその代理人の行為または怠慢によって中立性を喪失しないであろう
ということの担保である。貨物に関していえば、商人は船主と運送契約を締結するが、
商人は船主またはその代理人もしくは船舶を操縦する船主の使用人に対しては何ら支
配権を有しないから、貨物被保険者にあたる商人に中立性の絶対維持を要求することは
衡平でない。船長が封鎖を侵破し、臨検捜査を拒み、あるいは戦時禁制品を輸送での中
立違反については商人には支配することができない。また船舶に関していえば、保険期
間中船舶の属する国の政府が戦争に参加したために中立を維持することができなくな
った場合、中立担保の不充足を理由に保険者が保険契約を解除することができるのであ
れば、商人である被保険者にとって極め不均衡である。したがって被保障者の支配でき
る限りにおいて中立性を維持すできであるという緩和制限をつけたと解すべきである
100。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
98  Eden v. Parkinson (1781), 2 Dougl. 732; Arnould ,op. cit., s. 661. 
99  Woolmer v. Muilman (1763), 1 W. B 1. 427; Arnould ,op. cit., s. 662. 
100  葛城照三・前掲書、pp. 313-314. 
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Ⅴ．黙示担保 
 
１．黙示担保の意義および性質 
 
 既述のように、「担保」には「明示担保」と「黙示担保」がある。前者は、契約当事
者が現実に合意しかつ保険証券に具現されているものであり、後者は、実際の規定が契
約上具現されているか否かを問わず、法がこれらの担保が契約に織り込まれているもの
とみなすことを意味するものである101。 
海上保険契約は、保険証券に具現することをされているが、必ずしも保険証券は海上
保険契約の内容の全部を具現することを要しない。一切の海上保険証券には通常および
特殊の明示事項のほかに明示されない、または明示することを要しないある事項が黙示
的に含まれている。このような事項は保険証券面に明示されなくても、明示されたこと
と同様の拘束力を有する。これが黙示担保である。 
 黙示的契約内容は、保険証券面に表現されることなく、保険契約を締結したという行
為自体から推定される法の創造した契約内容であり、当事者が「暗黙の中に了解した」
ということであって、「合意した」と推定されることを基礎として効力を有するもので
はない102。これは当事者の合意を要せず、また合意したと推定されることを要せず、全
く当事者の意思と無関係に存在するのであって、当事者が黙示的契約内容に反対する意
思を有していても、なおかつ存存するものである103。 
しかし、黙示的契約内容は明示的契約内容と抵触することはない。なぜならば、一般
的に前者は後者の補充的性質を有するため、後者は前者に優先する104。ただし、その例
外として適法担保のような、違法の危険についての契約を認めない黙示担保を明示的契
約内容によって排斥することはできない105。 
 
 被保険者と保険者の間における契約は、「明示担保」という形でその一部のみ保険証
                                                   
101  Badger, op. cit., p. 30. 
102  葛城照三『海上保険講義要綱』(早稲田大学出版部、1975 年）、p. 90. 
103  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 343. 
104  MIA 35 条 3 項 
105  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 344. 
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券に具現されるが、両当事者間における契約の全体は、船舶が危険開始の時に航海に堪
えられる「堪航」であり、危険開始後は船舶が被保険航海の通常の航路を離れず、慣習
上の貿易および航海の方法にしたがって相当の速度をもって航行し、航海は違法のもの
ではなく、被保険者支配にできる限りにおいて適法に航海を遂行するということが前提
とされている。 
また黙示担保は、被保険者が海上保険契約の根本的要件として、特定のことを行うべ
きことまた行ってはいけないことまたは特定の条件を具備すべきこと、もしくは特定の
事実が存在すべきことまたは存在しなければいけないことを、海上保険契約締結の行為
自体より暗黙の中に保証する契約内容の一部である。また黙示担保は、明示担保と同様
厳格に充足されるべき性質の契約内容であり、その違反は、その違反によって保険者が
損害を被ると否とを問わず、または担保の対象が危険に重要な関係を有すると否とを問
わず、保険契約を保険者の選択によって解除できる性質をもつ。つまり、黙示担保は契
約当事者が現実に合意したものでなく、またその必要もなく、更にまた合意したと推定
せられる必要もなく、その上保険証券に明示したものでなくて、契約締結の行為自体よ
り、契約内容の一部として創造されたものである106。 
黙示担保には、堪航担保のほかに適法担保が存在するが、適法担保の説明は本論文で
は行わない。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
106 葛城照三・前掲書（上巻）、p. 347. 
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２．堪航担保 
 
１）堪航担保の定義および内容 
 
堪航（seaworthiness）とは、船舶が、当該航海を遂行するにあたって、予想される
あらゆる海固有の危険に堪えなければならない状態をいう。 
堪航担保に関する MIA の規定は以下の通りである。 
 
39. Warranty of seaworthiness of ship 
(1) In a voyage policy there is an implied warranty that at the commencement of 
the voyage the ship shall be seaworthy for the purpose of the particular 
adventure insured.  
(2) Where the policy attaches while the ship is in port, there is also an implied 
warranty that she shall, at the commencement of the risk, be reasonably fit to 
encounter the ordinary perils of the port.  
(3) Where the policy relates to a voyage which is performed in different stages, 
during which the ship requires different kinds of or further preparation or 
equipment, there is an implied warranty that at the commencement of each 
stage the ship is seaworthy in respect of such preparation or equipment for 
the purposes of that stage.  
(4) A ship is deemed to be seaworthy when she is reasonably fit in all respects to 
encounter the ordinary perils of the seas of the adventure insured.  
(5) In a time policy there is no implied warranty that the ship shall be seaworthy 
at any stage of the adventure, but where, with the privity of the assured, the 
ship is sent to sea in an unseaworthy state, the insurer is not liable for any 
loss attributable to unseaworthiness. 
 
「第 39 条 船舶の堪航担保 
（１） 航海保険においては、航海開始の時に、船舶が保険に付けられた特定の航海
事業遂行のために堪航でなければいけないという黙示担保がある。 
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（２） 船舶が港にある間に保険の効力が開始する場合においては、更に、危険開始
の時に船舶がその港の通常の危険に対抗するのに適合していなければいけな
いという黙示担保がある。 
（３） 保険がことなる段階にわけて遂行される航海に関するものであって、その航
海中段階が異なるにしたがって船舶がことなる種類のまたは一層完全な準備
または艤装をすることが必要な場合には、船舶は、各段階の開始の時に、そ
の準備または艤装について、その段階の航海のために堪航であるという黙示
担保がある。 
（４） 船舶が保険に付けられた航海事業の通常の海固有の危険に対抗することにす
べての点において適合している時は、船舶は堪航であるものとみなされる。 
（５） 期間保険においては、船舶が航海事業の通常のいかなる段階においても堪航
でなければならない黙示担保はない。ただし、被保険者が船舶の不堪航状態
であることを知りながらこれを就航させた場合には、保険者は不堪航に起因
する一切の損害について責めを負わない。」 
 
船舶がその航海開始の時に「堪航（seaworthy）」であること、言い換えれば、保険
に付けられた航海事業の通常の危険に対抗することにすべての点において適合してい
ることをもって、黙示担保としている。この担保は、利益の種類のいかんを問わず、そ
れが船舶自体であろうと、船舶で運送される荷物であろうと、なおまた運送賃であろう
とを問わず、すべての航海保険に適用される。これは厳格に言えば、この担保違反が仮
に無知または善意に基づいて発生したものであっても、被保険者は、その結果に対して
責めを免れることはできない。実に船主は、自己の船舶をすべての点において航海に堪
え得るようにするために、あらゆる努力をつくしても、またいかに注意しても、発見す
ることのできない潜在的欠陥が存在し得るが、この場合、その潜在的欠陥によって船舶
は不堪航になる。しかし、期間保険に堪航担保はなく、船舶の期間保険に関しては、航
海事業のどの段階においても、堪航に関する担保はない。なぜならば、時折保険開始の
時に船舶が航海中であることがあり、したがって船主は船舶の状態を支配することがで
きない立場にあるからである。しかしながら、被保険者が自身の船舶が不堪航状態であ
ることを知りながらこれを就航させた場合には、被保険者はその不堪航から生じる損害
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を回収することができない107。 
 船舶が堪航能力を有することが黙示担保である以上、保険証券にこのことについての
何らかの言及もなくまたその必要もないが、「of and in the good ship or vessel 
called・・・（・・・号と称する善良なる船舶に属する）」表現において、ここの「good」
という形容詞は、堪航性能を有すべきことを意味するのではないかと思われるあいまい
な表現であるが「good ship or vessel」とは海上保険証券のみならず、用船契約書およ
び船荷証券にも常用され、「good」という形容詞は単純な装飾用の形容詞と解釈されな
いこともあるが、また「good」という形容詞を「堪航性能を有する」という意味の形容
詞と考え、堪航性能を有しない船舶の危険に対しては保険者にその責任を負わないと解
釈することもできる108。 
 
般舶の堪航性能には、時と場所とに関係なく航海に必要な「絶対的堪航性能（absolute 
seaworthiness）」と、時と場所とを条件として航海に堪えられる性能の「相対的堪航性
能（relative seaworthiness）」があるが、堪航黙示担保における堪航性能は後者である
109。  
この例として Bouillon v. Lupton 事件110を挙げることができる。 
この事件によれば、Rhone 河において就航していた三隻の汽船が Danube 河におい
て就航するために売却され、Lyon から Galatz までの航海について保険に付けられた。
これらの船舶が Rhone 河に架かるたくさんの低い橋梁の下を通過するためには、マス
トを取りはずして Lyon を出航する必要があった。そこで、これらの船舶はマストを取
りはずした状態で Rhone 河を下航して、Marseilles に至った。Marseilles 港に到着す
ると、これらの船舶はマストを取り付け、Galatz に至る航海に対して一般の艤装準備
を施したがこれらの船舶が黒海に入った時、暴風雤が発生して、三隻ともみな深海に沈
没してしまった。保険者は、船舶が Lyon を出航した際に、「全航海（whole voyage）」 
に対して堪航の状態になかったことを理由として、保険金の支払いを拒絶した。しかし
ながら、裁判所はつぎのように判決した。 
                                                   
107  Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、pp. 54-55.)  
108  Gow, H., Marine Insurance, 4th ed.,(London, 1917); 椎名幾三郎訳『ウィリアム・ガウ博 
士・海上保険』(宝学館、1922 年）p. 360. 
109  葛城照三 『貨物海上保険普通約款論』(早稲田大学出版部、1971 年)、p. 167. 
110  (1863) 33 L.J. C.P. 37 ; Lambeth ,op. cit., (大谷・木村訳・前掲書、p. 57) 
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  「すなわち、堪航の程度は航海の各段階に応じてそれぞれ相違することを要し、   
  かつ各段階の航行の開始に当たって船舶が適当な艤装を行った場合には、この堪 
航担保は充足されたのである。本件においてはこの要件は充足されていた。した 
がって保険者にはてん補の責任がある。」 
 
 また Wills 判事は、その判旨において次のように述べた。 
  
   「Rhone 河を下航するに当たっては、船舶は Rhone 河に対して堪航（seaworthy） 
（もし河に対して seaworthy という言葉を用いることができるとすれば）でな 
ければならず、また Marseilles から Galatz までは、海に対して堪航でなければ 
ならない。」 
 
 また相対的堪航性能に関しても、船舶が相対的に堪航であるということについては一
般に通ずる絶対な具体的標準はない。個々の場合の事実問題として決定するしかない。
原則的かつ抽象的の解釈としては、船舶が堪航であるということは、船舶が危険開始の
ときに被保険航海の通常の危険に遭遇するも、 
 
 ① 構造上より見て他の同種の船舶と同等の艤装準備を有し、         
② 適格な船長および海員を充分に乗組ませ、 
③ 食糧その他の消耗品を滴当に搭載し、 
④ 貨物の過積および底荷の過不足なく、 
⑤ 汽船の場合には適当に燃料を搭載し、これをもって対応できる状態にある 
  
ことを意味する111。 
 
２）堪航担保の効果 
  
堪航担保において堪航性能は相対的であるが、その担保は客観的であることを要求さ
                                                   
111  Gow,（椎名幾三郎訳・前掲書 p. 360） 
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れる。既述の通り、堪航担保における堪航性能はすべての航海に対し、絶対的な充足を
要求されるのではなく、被保険航海に関して相対的に厳格な充足を要求されるのである
112。 
このため、被保険者が船舶の不堪航について知っていなかったか否かということもま
た何ら影響をおよぼさない113。すなわち、被保険者が主観的に船舶を堪航であったと主
張しても、客観的に船舶が不堪航であれば、堪航担保の違反が生じるのである。この事
件114に関して Eldon 卿は次のように述べた。 
 
「所有者が取引において正直にかつ公正に行動したか否かを問う必要はない。な 
ぜならば、所有者の意思がいかに正当でありかつ正直であっても、もし彼が実際 
に錯誤に陥り、船舶が事実上堪航でないならば、保険者に責任がないということ 
は明白な法であるからである。」 
 
また船主が自己の船舶をすべての点において堪航にあるように努力しても、それでも
なお発見できなかった潜在瑕疵などが存在し得る。たとえば、船主が、造船業者の思う
通りに出帄前に船舶を検査させかつ完全に修繕させたが、船舶が検査または修繕中に発
見されなかった潜在瑕疵（船材の腐食）によって不堪航であったと判明した事件115に関
して、Mansfield 卿は「保険者は不堪航の事実のみによって免責される。」と述べた。 
 
また不堪航が損害発生前に矯正されても担保違反となる。堪航担保の充足または不充
足の問題については、不堪航が損害発生前に矯正されても関係なく、一度堪航担保の不
充足があれば堪航担保違反の効果が生じる。ある事件116によれば、汽船 West 号が
「Montreal においておよびから Nova Scotia の Halifax まで」の条件で、Quebec ま
で安全に航行した。しかし、Quebec を出港して海に出たときに、同船の汽缶に穴が開
いたため、同船は HookeeCove に曳船されて修繕された。その後、同船は再びその航
海に進航したが、その到達港に近づいた時に、暴風雤によって海浜に乗揚げ、全損とな
                                                   
112  Badger, op. cit., p. 30. 
113  Arnould ,op. cit., s. 697.  
114 Douglas v. Scougall (1815) 4 Dow at p.276.; Arnould,op. cit., s. 697. 
115  Lee v. Beach (1762) 1 Park, Ins. 468; Arnould,op. cit., s. 697. 
116  Quebec Marine Insurance Co. v. Commercial Bank of Canada（1890）L.R.3.P.C.234.; 
Ivamy , (葛城訳・前掲書 p. 461) 
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った。この事件に関して裁判所は、同船の汽缶に欠陥がありそのために同船が海に出た
ときに波に対抗できなったものであるという理由で同船は不堪航であったと判決した。 
明示担保と同じく、不堪航と損害との間に因果関係があることを要しない。堪航担保
の充足または不充足の問題については、不堪航が損害の原因であるか否かを問わない。
すなわち、不堪航と損害との間に因果関係があることを要しない。損害発生の事実の有
無に関らず、船舶が堪航性能を欠くと担保違反の効果が生じる。また危険開始の時に船
舶が不堪航であったならば、まったく損害が起らなくても、保険者は免責される。また
不堪航にまったく関係のない損害が起きても、保険者は堪航担保違反の理由をもって免
責される。 
しかしながら、堪航担保違反の事実があっても、担保違反前に発生した損害について
は、保険者はその責に任じなければならない。保険者が被保険者の担保違反を理由に免
責されるのは担保違反後の損害である。このことは被保険航海が数個の段階に分れ、各
段階において堪航程度が異なる場合に起こる。もちろん一区間の航海より成る被保険航
海の場合は、数個の段階から成る被保険航海の場合でも、その航海の開始に当って堪航
担保の不充足があれば、保険者の危険負担の責任が発生する余地はない。担保違反の効
果が生じるためには、不堪航と損害との間に因果関係があることを要しないという原則
は、損害発生の有無を問わず、担保違反の日から保険者を免責することの当然の結果で
ある。担保違反が問題となるのは、主に損害が発生した後である。損害が発生しないう
ちに不堪航を発見することは困難であるからである。ある損害が発生した場合、その損
害の原因の一つが船舶の不堪航であったときは、他に損害発生の協力原因があって、こ
の原因につき船主の責任が免ぜられ、たとえ船長の過失につき船主が免責される場合で
も船主は船舶の不堪航につき自らその責に任じ、保険者にてん補を請求することはでき
ない117。 
 
３）貨物における堪航担保 
 
貨物の堪航に関する MIA の規定は以下の通りである。 
 
40. No implied warranty that goods are seaworthy. 
                                                   
117 葛城照三・前掲書（上巻）、pp. 353-354. 
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(1) In a policy on goods or other moveables there is no implied warranty that the 
goods or moveables are seaworthy.  
(2) In a voyage policy on goods or other moveables there is an implied warranty 
that at the commencement of the voyage the ship is not only seaworthy as a 
ship, but also that she is reasonably fit to carry the goods or other moveables 
to the destination contemplated by the policy. 
 
「第 40 条 貨物が堪航であるという黙示担保はない。 
（１） 貨物またはその他の動産の保険においては、貨物または動産が堪航である
という黙示担保はない。 
（２） 貨物またはその他の動産の航海保険においては、航海開始の時、船舶が船
舶として堪航であるのみでなく、貨物またはその他の動産を保険証券に定
めた仕向地まで運送するのに適合しているという黙示担保がある。」 
 
貨物保険にはそれが堪航でなければならないという黙示担保は存在しない。ただし、
保険者は、固有の瑕疵（inherent vice or vice propre）から生じる滅失または損傷につ
いててん補の責に任じない。たとえばコプラの自然発熱、果物の腐敗、ワインの酸化、
肉の腐敗等のような物自体の内部的変質による滅失または損傷について保険者は責め
を負わない118。しかしながら、船舶は、船舶として堪航であるほかに、貨物をその到着
港まで運送することに合理的に適しているという黙示担保がある119。 
 貨物その他の動産の航梅保険においては、船舶堪航の黙示担保は拡大されて、船舶は
船舶としてすべての点において被保険航海の通常の危険に遭遇してもこれに堪えられ
る相当の艤装準備を備える他に、更に船主が当該航海に対し運送契約を締結した個々の
貨物を輸送するのに必要な艤装準備を行うことを黙示担保とする。つまり、船舶は堪航
であると同時に特定貨物の運送に適していなければならないこと。たとえば、多量の穀
物を輸送する船舶は仕切布および仕切板を充分に備えていることを要し、貨物が冷凍肉
である場合には、冷凍機、船艙等が適当かつ有効に設備され、かつその特定の貨物を受
け入れ、運送するのに適していなければならない。あるいはまた、正貨（specie）が正
                                                   
118  Koebel v. Saunders (1864) 33 L.J. C.P. 310.;Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、p. 67) 
119  Koebel v. Saunders (1864) 17 C.B.(N.S) 71.;Arnould ,op. cit., s. 698.  
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貨輸送用の金庫室を備えた船舶で運送される場合には、その金庫室は盗難を防ぐのに適
合していなければならない120。 
 船舶が被保険航海のために出帄したときに、その航海の通常の危険に対抗できない程
甚だしく過度に積載するかまたは甚だしく不適当に積載するならば、これは不堪航であ
る。積付けの不良または過積載は航海の危険に対抗することを不適当にさせ、したがっ
て不堪航にさせることがある121。ただし、不良の積付けが貨物のみに影響して船舶に影
響を与えないようなものである場合には、たとえ積付けの不良の効果で貨物を無損傷の
状態で維持することが不可能であっても、その船舶は不堪航ではない122。 
 また、船舶は、これに積み込まれる特定種類の貨物を安全に運送することができない
ために、不堪航となる。たとえば、Stanton v. Richardson 事件123によれば、船舶が湿
気た砂糖を積込んだためにその砂糖から排液が出て、船舶に備え付けた通常のポンプ
（通常の目的のためには十分なポンプであった）では排液と船舶の通常の目的とを処理
することができなかったために、船舶がこの貨物を積んで安全に航海に出ることができ
なかったという用船契約に基づく訴訟において、船舶はその航海に対して不堪航である
と認定された。 
 
４）期間保険における堪航担保  
 
期間保険においては、航海のどのような段階に対しても、船舶が堪航であるべきとの
黙示担保はない124。その理由は、既述の通り、船舶が保険契約締結の当時、航海中であ
ることがあり、したがって船主が船舶の堪航を確言することができず、また船舶の状態
を支配することができないからである125。 
期間保険に堪航担保がないことは、かつては疑問とされたが、19 世紀後半の Gibson 
v. Small (1853)事件126における上院の判決をもって始まり、Dudgeon v. Pembroke 
                                                   
120  Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、p. 67) 
121  Firemen‟s Fund Ins. Co. v. Western Austalian Ins. Co. (1927) 1Q.B.D.337. ; Arnould ,op. 
cit., s. 724. 
122  The Thorsa(1916) p. 257.;  Arnould ,op. cit., s. 724. 
123  Stanton v. Richardson (1874) L.R.7.C.P.421.; Arnould ,op. cit., s. 724. 
124  MIA 39 条 5 項 
125  Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、pp. 54-55.) 
126  Gibson v. Small (1853) 4 H.L.C.353.; Arnould ,op. cit., s. 706. 
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(1877)事件127における同じ法廷の判決をもって終わる一連の事件は、このことを確立さ
せた。今日ではもはや疑う余地もない128。 
Penzance 卿は Dudgeon v. Pembroke 事件において次のように述べた。 
 
「Gibson v. Small 事件の判決は、諸事件の判決によって補足されて、この問    
題に関する論争に終止符を打ち、かつ契約に特約がない限り、法は、期間保険の 
場合に、船舶が特定の時に堪航であったという担保の存在を推定しないと、最終 
的に判決したものと見なさなければならない」。 
 
 しかしながら、期間保険における堪航担保の不存在を無条件に認めるとすれば、期間
保険において不適当な状態のまま船舶を就航させた者も保護する結果となり得るので、
法律は、被保険者が秘かに情報を知りながら船舶を不堪航の状態で発航させた時は、保
険者は不堪航に起因する一切の損害に対しその責に任じない、と規定している129。すな
わち、期間保険において、堪航担保が存在しないとしても、被保険者は自己の故意の行
為または義務不履行による損傷は、保険者から回収することができないことである。 
ある事件130によると、被保険者は、期間保険に付けられた船舶が船員の定員に達して
いない、また不適格な船員を乗組ませたことによる不堪航の状態で就航していたことを
知っていた。同船は、航海中天候に異常がないにも関わらず浸水口ができてしまった。
また定員に満たない上に無能な船員を乗組ませたために、防水扉および防水門が閉鎖さ
れなかった。その結果船舶は沈没した。この事件について、「保険者には責任がない」
と判決された。 
この事件によって明らかになったように、保険者が免責されるためには損害と被保険
者の不堪航との間に直接的因果関係があることが必要である。これは MIA 第 39 条第 5
項で特に「the insurer is liable any loss attributable to unseaworthiness」と規定さ
れている131ことからも明らかである。 
                                                   
127  Dudgeon v. Pembroke (1877) 2 App. Cas. 284. Arnould ,op. cit., s. 706. 
128  Arnould ,op. cit., s. 706.  
129  MIA 39 条 5 項 
130  M. Thomas & Son Shipping Co. v. London & Provincial Mar. & Gen. Ins. Co. (1914), 29 
T.L.R. 736.; Arnould,op. cit., s.707. 
131  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 358. 
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 しかしながら、Thomas v. Tyne and Wear SS. Freight Insurance Association 事件132
では、ある船舶が前の航海中の座礁に起因する不堪航状態にあい同時に定員に満たない
海員を乗り組ませていた。つまり、期間保険に付つられていた船舶は 2 つの不堪航状態
で航海に就いた。 被保険者は後者については知っていたが、前者については全く知ら
なかった。その後、同船は海員の定員不足ではなく専ら船舶自体の不堪航状態のために
滅失した。 
そこで Atkin 判事は、次のように述べた。 
 
「被保険者は本期間保険証券に基づき損害を回復する権利がある。船舶が被保険
者の密かに知る不堪航状態すなわち、定員不足の海員をもって就航させ、船舶の
損害は船体の不準備に関する不堪航に起因したことが判明したので、保険者は保
護されたと、保険者によって主張された。しかし、私はこれが MIA 第 39 条第 5
項の正当な解釈であるとは思わない。私は、同項は被保険者が密かに知っていた
不堪航に起因する損害について保険者が責めを負わないということを意味する
ものであると思う。期間保険の場合には、その意思は被保険者が自己の故意の過
失によって引き起こした損害については回収することができないということで
あった。 被保険者がこの 2 点の内、その 1 つを知っていて、他を知らない場合
においては、保険者は損害が被保険者の知っている方の不堪航によって発生した
場合のみにてん補の責に任じない。そのため、期間保険の場合においては、保険
者が損害てん補の責任から免れるためには、被保険者が不堪航の事情を知ってい
たことを立証しかつその損害がその不堪航に直接起因するものであることを立
証しなければならない。」 
 
５）堪航担保の違反に対する権利の放棄 
 
保険者は、堪航担保の違反後、保険証券に覚書を裏書することまたはその他の方法に
よって担保違反に関する権利を放棄することができる133。堪航担保違反の抗弁は保険者
の権利であり、保険者は被保険者に損害を与えなければ、自己の権利を放棄することは
                                                   
132 (1917)1K.B.938.;Arnould,op.cit., s.707. 
133  MIA 第 34 条第 3 項 
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自由である134。 
 保険者の行為によって権利を放棄することは、保険者が担保違反の抗弁を利用せずに
危険を負担することを意味する。 
保険証券に権利放棄の覚書を記入した例としては次のような事件135がある。 
「ロンドンにおいておよびそこから Babia まで」の航海に対する「船舶および艤装」
の保険において，船舶がロンドンを出帄し、英国海峡において悪天候に遭遇し、甚しく
浸水した。このため船舶が積過ぎであり、貨物を軽くしない限り安全に航海を継続する
ことができないことが明らかとなった。船長は、保険者の同意を得かつその同意の趣旨
を覚書136で保険証券に表示して、Ramsgate 港において貨物の一部を荷卸し、その後航
海を続行した。その航海中に、船舶が最初にロンドンを出帄した時の船舶の最初の不堪
航状態と全く無関係の損害が起こった。陪審は、船舶が Ramsgate から出帄した時には
その航海に対して堪航であったと認定した。裁判所は、陪審の認定とこの事件の他の事
実とに基づき、保険者にこの損害のてん補責任があると認めた。 
Tenterden 卿は次のように述べた。 
 
「判例集に記載されているように、船舶がある欠陥のために、最初に不堪航であ
り、その欠陥が損害発生前に発見されて取除かれるならば、その保険証券は取消
されないという主張を含んでいる。」 
 
この主張は、すでに述べた通り、現在ではこれを支持することができない137。この判
決の基礎としなければならない真の理由が、Quebec Marine insurance Co. v. 
Commercial Bank of Canada 事件138において、枢密院の判決を言い渡すに当って、
Penzance 卿によって次のように述べている。 
 
「Weir v. Aberdein 事件について Tenterden 卿の言ったことが完全にかつ正し
                                                   
134  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 360. 
135  Weir v. Aberdein (1819) 2 B. & Ald. 320.;Arnould ,op. cit., s. 699.  
136  保険証券の覚書の文言は次の通りであった。「船舶が Ramsgate において貨物を積み込み、 
荷卸かつ再積み込みし、また積荷の一部を荷卸することができることに同意する」と。 
137  Arnould ,op. cit., s. 699. 
138  Quebec Marine insurance Co. V. Commercial Bank of Canada (1870) L.R. 3 P.C. 234.; 
Arnould ,op. cit., s. 699. 
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く報じられたか否かを問わないが、彼が述べた言葉に基いて処置されたものでは
なくて、その判決は、明らかに法官貴族達の考えたところによれば、保険者が不
堪航の事実を知っていて、欠陥を直すために船舶が港に引返えすことに同意した。
したがって保険者に責任があると見なされたという原別に基づいて行われた。保
険者は、担保違反があったにも関わらず、自己の責任を継続することに保険証券
上の申込みをもって同意したのである。」 
 
 堪航担保に関する保険者の権利放棄は保険者の行為によらなければ、保険証券上の明
示の宣告の他に、この放棄を推定することはできない139。たとえば、保険申込書に保険
の目的物が「遺棄された船舶」と記述されたが、この記述は堪航担保を免責せずかつそ
の担保上の被保険者の義務を免除するものではないと判決された140。 
 
６）“at and from（においておよびから）”における港内危険に対する堪航   
  
実際、「においておよびから」の条件の保険証券のように、危険が出帄前に開始する
場合において、船舶が港にいる間に船舶の当時の危険に見合った堪航状態であれば、船
舶がその後に航海に対しては不堪航の状態で出帄することは、被保険者に保険料払い戻
しの請求権を与えるような、保険契約を最初から（ab initio）取消し得べきものとしな
い。同様に船舶が川を航行中に滅失すれば、たとえ船舶の当時の艤装状態が海上航行に
対する堪航状態を構成するような状態でなくても、当時の艤装状態が船舶の当時の危険
に適するものであった場合に限り、保険者はてん補の責を負う141。 
Alderson 財務裁判所判事は、Gibson v. Small 事件142について次のように述べた。 
 
「ある港『から』の条件の航海保険証券においては、船舶は、もし堪航であるな
らば、被保険航海中の通常の危険に堪え得るものでなければならない。『におい
ておよびから』の条件の保険であるならば、船舶は『において』 堪航でなけれ
ばならない。すなわち、港における通常の危険に対して十分でなければならない。
                                                   
139  葛城照三・前掲書（上巻）、p. 362. 
140  Knill v. Hooper (1857) 2 H. & N. 277.; Arnould ,op. cit., s. 720. 
141  Dixon v. Sadler(1839) 5 M. & W. 405.; Arnould ,op. cit., s. 696. 
142  Gibson v. Small (1852) 4 H.L. Cas. 353 p.393.; Arnould ,op. cit., s. 696. 
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そしてまた『から』堪航でなければならない。すなわち出帄の時に航海に対して
適していなければならない。」 
 
同じ事件において Erle 判事は次のように述べた。 
 
  「『堪航』という言葉は、これが海上保険に関して使われたときは、ドックにお
ける船体の修繕から航海の終了に達するまで、船舶が経験することのあるべき一
切の状態を絶対的に描写するものではなくて、この言葉は、船舶の状態と船舶が
現存する位置において対抗しなければならない危険との間の関係を表現するも
のである。」  
 
船舶が出帄の時に航海に対して堪航でなかった限り、航海保険の保険者は出帄後の損
害については責を負わない。しかしながら、出帄の時に航海に対して堪航であることは
航海中の損害に対する保険者のてん補責任の停止条件であるといえるが、その堪航は必
ずしも保険責任開始の停止条件ではない143。 
実際、堪航には種々の程度が存在する。すなわち、航海に対する堪航は 1 つの堪航で
あり、港における堪航または内水航海に対する堪航はまったく別の堪航である144。 
たとえば、「においておよびから」の条件で保険に付けられた船舶は、修繕を受けつ
つある間、港において堪航であることは全く確かであるが、この場合船舶が港において
のみ堪航である状態で出帄したならば、その航海に対しては堪航でないことは、同様に
明らかである145。 
MIA 第 39 条では、航海開始のときに船舶は保険に付けけられた特定の航海事業、す
なわち被保険航海の目的のために堪航でなければならないと、規定している。また船舶
が港にいる間に保険が開始する場合には、危険開始の時に、港の通常の危険に対抗する
のに合理的に適していなければならない、と規定している。 
「においておよびから」の条件の保険が港に停泊しているときの船舶について開始す
るためには必要な程度の堪航はどれほどの堪航であるかについては明文化された規定
                                                   
143  Arnould ,op. cit., s. 708. 
144  Forbes v. Wilson(1800) 1 Park, Ins. 472.; Arnould ,op. cit., s. 708. 
145  Forbes v. Wilson(1800) 1 Park, Ins. 472.; Arnould ,op. cit., s. 708. 
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は存在しない。一般的には、「ある船舶が港にいる間、適当に修繕されかつ航海に対し
て艤装されるまで合理的に安全に停泊することができるような状態」にあることを指す。
これは、その船舶は保険責任が開始するのに十分な堪航状態であるということができる
であろう。これに反し、船舶が単なる難破船に過ぎない程、甚だしく破損されて到達す
るならば、その保険は決して開始しない146。そのために、たとえば船舶が港「に（at）」
いる間、修繕のためその港の 1 ヵ所から他の場所に移動させることができかつ貨物を船
積みするためにその港の波止場または埠頭に横付けに係留されることができるならば、
保険は開始する。したがって、被保険者は船舶が航海に対する不堪航状態でその後にそ
の港を出帄したという理由をもって開始しなかった保険に対する保険料として、その払
い戻しを請求する権利はない147。  
Lawrence 判事は、「船舶がその航海に対して堪航でなければならないという条件は
船舶が出帄するまでは効力を生じない。」と述べた148。 
 
以上の通り、「においておよびから」の条件の確立された原則は、実は Hollingworth 
v. Brodrick 事件149において Potteson 判事によって示唆され、Dixon v. Sadler 事件に
おいて Parke 財務裁判所判事によって 1839 年に始めて明白に宣言された。その内容
は被保険航海が異なる種類の堪航状態を要する異る種類の段階よりなる場合には、船
舶が各段階の開始の際にその段階に適する状態であるならば、たとえ後の段階に対し
て不適当であっても、担保は充足されるということである。そのため、Dixon v. Sadler
事件において断定された通り、たとえば航海が運河または川を下り、それから公海を
横断する航海であった場合のように、航海がその各部分において海員の異なる定員ま
たは艤装の異なる状態を要するような航海である場合には、船舶が航海の各段階にお
いてその段階のために適当な数の海員を乗組ませかつその段階のために適当な艤装を
なしたならば、それで十分であろう。 
Penzance 卿は次のよう述べた150。 
 
                                                   
146  Parmeter v. Cousins (1809) 2 Camp. 235,; Arnould ,op. cit., s. 708. 
147  Annen v. Woodman (1810) 3 Taunt. 299.; Arnould ,op. cit., s. 708. 
148  Annen v. Woodman (1810) 3 Taunt. 300.; Arnould ,op. cit., s. 708. 
149  (1837) 7 A. & E. 40.; Arnould ,op. cit., s. 709. 
150  Quebec Mar. Ins Co. v. Commercial Bank of Canada (1870) L.R.3 P.C.241.; Arnould ,op. 
cit., s. 709. 
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「Dixon v. Sadler 事件および引用されたその他の諸事件は、港に対する堪航が
あり、場所によっては川に対する堪航があり、また場所によってはまた捕鯨航
海について提言された場合のように、十分承認されたかつ明白に別個の航海の
段階に対する堪航があることに疑いの余地はない。」 
 
「においておよびから」の条件の海上保険契約においては、異なる程度（港内・航
海）の二つの船舶堪航の担保が黙示されているのである。そのため、もし港内にある
間に港内危険に対し船舶が堪航担保の不充足になった場合、出帄の時、出帄後の航海
に対して船舶堪航の担保を充足しても、保険者は「at 」の語の下における担保違反の
抗弁を利用できる。 
 
７）堪航の程度 
  
 MIA 第 39 条によれば、船舶は危険開始が航海開始の時であるならば、航海開始の時
においてその被保険航海の目的のために堪航であることを要し、船舶が港にいる間に危
険が開始する場合においては、船舶は港内碇泊中の危険開始の時に港の通常の危険に対
抗するのに十分適していることを要する。さらにまた数個の段階に分れた航海を保険に
付けている場合、その航海中船舶が異なる準備または艤装を行う必要があり、また一層
の準備または艤装を行う必要がある時は、船舶はその各区間航海に対する準備または艤
装につき各区間航海開始の時において充足することを要する。つまり堪航担保における
堪航の程度は船舶の対抗する危険によって異なってくることを意味する。 
 上記の原則については、すでに 1839 年 Wensleydale 卿によって、Dixon v. Sadler
事件151における裁判で言及された。同卿は次のように述べた。 
 
「一定の航海について保険が付けられた場合には、船舶はその航海に対して堪航
でなければならないこと、すなわち、被保険航海開始の時に船舶が修繕、艤装、
乗組員その他あらゆる点において、その航海の通常の危険に対抗するのに適した
状態でなければならないという黙示担保が存在することは明確に確立されてい
る。もし航海開始前に保険の効力が発生する場合には、船舶の状態は、その当時
                                                   
151  Dixon v. Sadler (1839) 5 M. & W. 405.; Lambeth ,(大谷・木村訳・前掲書、pp. 56-57)  
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の危険に対抗することができれば十分である。たとえば、船舶が運河や川を下航
し、そこから海を横断するという航海のように、航海の異なる段階ごとに異なる
人員の補充や異なる艤装準備を必要とする場合には、船舶は各段階の航行の開始
に当たり、その段階に対して適当な人員を乗組ませ、またこれに適当な艤装を施
せば、それで十分である。」 
 
また航海が数個の段階に分けて遂行され、その各段階の航行に異なる種類の艤装を必
要とする例として、既述の Bouillon v．Lupton 事件152をあげることができる。 
上記の事件では、堪航担保に関して、航海の各段階に個別の艤装が必要であった。す
なわち、河川の航行に対しては河川航行用の艤装で十分であり、海上の航行に対しては
一層十分な艤装準備が必要であった。しかしながら、このことは必ずしも航海の別個の
段階が条件の異なる艤装準備を必要とすることを意味するものではない。今日、大量の
貨物を積載して長距離の航海に就く巨大船が多数存在する。これらの船舶は、航海中至
る所に寄港して貨物の一部を荷卸したり、他の貨物を積込んだり、あるいは荷卸と積込
みを同時に行ったりする。商業上の観点から見て、これらの船舶が、航海開始の時に、
全航海に要する燃料を積込むことは不可能であろう。そのため中間港において、すでに
消費した燃料を補給することが必要となり、またそうすることが慣習となっている。船
舶が堪航担保を充足するためには、航海開始に当たって全航海に必要な燃料を積込まな
ければならないように思える。しかしながら、堪航担保の充足の厳しさは M.I.A.第 39
条第 3 項の規定によって解決される。この規定は数個の判例により確立された原則を具
現したものである。すなわち、それらの判例によれば、船舶が航海を開始するに当たり、
その全航海が非常に長途でかつ長い日時を要するために、航海の一区間または一部分用
に消費する燃料しか積込むことができず、かつその消費した燃料については一つまたは
それ以上の中間港で別の燃料を補給することが意図され、またそうせざるを得ないとき
は、このような航海は、燃料補給の目的のため数個の段階に分けられたものとみなされ
なければならない。そして、航海の各段階は各燃料補給港から次の燃料補給港に至るま
での航行とし、堪航担保は船舶が各燃料補給港を出航する時にこれを充足すれば足りる
のである153。 
                                                   
152  本論文の 52－53 ページを参照 
153  Lambeth, (大谷・木村訳・前掲書、pp. 58-59) 
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Greenock Steamship C. Ltd. v．Maritime Insurance Co. Ltd. 事件154によれば、汽
船 Gulf of Florida 号が何回かの段階で載炭を行う一周航海について保険に付けられた。
このうちの一つの段階である Montevideo から St. Vincent に至る段階の途中で、同船
は、機関士の過失によって、その段階に要する石炭を十分補給せずに Montevideo を出
港したことから、燃料が欠乏し、自力で目的港に到達するために、同汽船の艤装品の一
部、円材および貨物の一部が石炭の代りに燃料として提供された。ここで、原告船主は、
燃料として提供された船舶の艤装品および円材の価額の一部および貨物を燃料に提供
したために荷受人に賠償した金額の一部を回収するために、被告保険会社を相手に訴え
を提起した事件に関して控訴院は次のように述べた。 
 
「汽船は Montevideo 出港に当たり、次の段階である St．Vincent に到達するの 
に必要な石炭を積込まなかったのであるから、堪航担保の違反があった。したが 
って被告には保険金を支払う責任はない。」 
 
Romer 判事はこの判旨について、Vortigern 号事件（航海を段階に区分することは、
海洋航行の異なる部分において起こる）において確立され、その後他の訴訟において採
用された原則は、実際には船主の利益のためにあるということを指摘し、次のように述
べた。 
 
「この原則は、汽船の場合に、燃料補給のために航海を数個の段階に分けなけれ 
ば船主にとって極めて過酷なものとなったはずの義務、すなわち、どのように長 
い航海でもその全航海を完了するのに必要なだけの石炭を積み込まなければな 
らない義務から、長距離航海を意図した船主を解放したものである。」 
 
堪航性能は時と場所により異なる相対的堪航性能である。したがって、堪航の程度は
船舶と航海の長短難易との相対的事情の下に個々の事実問題として決定させるべきも
のであり、各種の航海に通ずる絶対的標準は存在しないともいえる。また船舶の大型化
に伴い、堪航性能は船舶の構造、造船材料等の進歩発達および複雑化に応じて適当に変
                                                   
154  Greenock Steamship C. Ltd. V．Maritime Insurance Co. Ltd. (1903) 2 K. B. 657.; 
Lambeth, (大谷・木村訳・前掲書、pp. 59-60) 
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化してきているので、堪航性能も変化すべきである。 
 
また、堪航の標準は、造船が一層完全なものとなり、海上危険についての経験が一層
発展し運航についたことで徐々に高められた。さらにまた、他の諸国においては余計な
ものとみなされるような艤装および準備の程度がある国々において必要不可欠なもの
とみなされる。このような場合、堪航性能は、保険が付けられた国の港における標準よ
りも船舶が属する国の港における標準によって測定されるべきであると、米国において
判決された155。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
155  Burges v. Wickham (1863) 33 L.J.Q.B.p.27.; Arnould ,op. cit., s. 720. 
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Ⅵ．„担保‟改革 
 
1．改革の必要性 
 
既述のように warranty（担保）とは確約的担保、すなわち、特定のことが行われる
こともしくは行われないこと、もしくはある条件が充足されることを被保険者が約束す
る担保、または特定の事実状態の存在を被保険者が肯定もしくは否定するものである。 
またこれが正確に充足されなければ、保険証券に明示の規定がある場合はこれに従うこ
ととして、保険者は担保違反の日から責任を免れるものである156。 
 
担保の概念が発案された当時は、通信手段が限られており、被保険者のある約束が保
険者にとって非常に重要なものとなりえた。申し込まれた危険を引き受けるか否かまた
引き受けるとすればどういう条件を課しいくらの保険料を課すかを決めるとき、保険者
は被保険者から提供される情報に頼らざるを得なかったのである。 
たとえば、特定の日に航海に出帄することを担保されていた被保険船舶の出帄が難し
くなり、その約束を守ることができないということを遠く離れている保険者に伝えるこ
とは、18 世紀の通信手段の能力を考えるとほぼ不可能であった。 
その約束が被保険者の制御をはるかに超える理由で守られなかった場合でも保険者
が意図した危険事情は変更され、保険者はその意図したものとはまったく異なる危険に
晒されることになる157。したがって、保険者は担保というものを設けて、自らを保護し
たものと思われる。 
さらにまた船舶または貨物に関する被保険者の情報への接近が今日と比べて容易で
はなかったために、被保険者の言葉は昨今に増して重要だったのである。 
したがって、18 世紀の保険者の状況を考えると、被保険者によって提供された約束
が今日以上に危険測定に大きな役割を果たしたことは事実であって、この担保の厳格性
を唱えた Mansfield 卿がそのような厳しい法理を海上保険に盛り込んだことは理解で
                                                   
156  MIA 第 33 条 
157  Soyer, B. Warranties in Marine Insurance, (London, 2002), pp. 291-292. 
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きる。その後、海上保険における判例が成文化され、この 18 世紀後半に存在していた
基準が MIA に盛り込まれることになった。 
 
しかし、現在は Mansfield 卿の時代と比べて通信・情報手段は劇的な変化をとげて
いる。つまり、通信手段が飛躍的発展を遂げたことによって、瞬時に船舶や貨物の状況
を知ることができ、被保険者はその船舶の近状について知らされることができ、両当事
者は保険カバーの内容をいつでも修正することができるようになったのである。 
したがって、被保険者の約束は、今日、18 世紀におけるそれのように、保険者の危
険測定の役割を果たしているとは言い難い。 
また、保険者も現在では、被保険者のデータや情報への接近が容易になっている。た
とえば、保険者は同業者や外部の情報源から被保険者についての管理記録を容易に得る
ことができ、保険カバーに影響を及ぼす状況を瞬時確認することができる。したがって、
保険者の情報力が増したことで、担保の法理が確立された当初より保険者有利になった
といえるだろう。 
この古い担保の法理である担保制度については、その改定が昔から唱えられていたが、
英国においてはそれが実現しないまま、個々の裁判官の判断に委ねられていたが、必ず
しもその解釈にも一貫性がなかった。その現状を打破すべく、ドイツ・ノルウェーをは
じめとするヨーロッパ諸国や米国において担保制度の見直しがおこなわれた。現在、海
上保険における世界の中心市場である英国は市場からの離脱158を食い止めるためにも
                                                   
158  保険改革の理由の１つにロンドン市場における保険料の減尐をあげることができる。
1995年から 1998年の 4年間にロンドン市場における海上保険料収入は 50.25％減尐した。
この減尐にはいくつか要因がある。その１つは、1980 年代に数多くの災難が続いた結果、
ロンドンの保険引受人がその保険引き受けを渋ったことに起因する。また 1990 年代の初頭、
ロンドン市場の保険引受人たちは、時折戦争等の高い危険を伴う、その類の船舶のカバー
に非常に慎重であった。こうしてロンドン市場はその市場拡大のチャンスを逃したことに
なる。また、こうして、この時期にドイツやノルウェーなどに市場のシェアを奪われるこ
とになり、1996 年から 1998 年の 3 年間、英国は保険料収入でドイツ市場を下回ることに
なる。 
Soyer, op. cit., pp.296-299.参照。 
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この改革は急務であろう。 
 本章では担保改革に対する諸国の取組みや改革の状況を述べ、被保険者保護の観点か
ら今後担保制度が歩むべき道筋について述べる。 
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2．MIA 下の担保の問題点 
 
1）文字通りの充足 
 
担保の内容がいくら些細なものであっても、その違反事実があれば、保険者はその瞬
間から免責される。MIA 第 33 条第 3 項で定義されている担保とは、その危険に対して
「重要であると否とを問わず」、正確に守らなければいけないと定めている。また担保
は「正確」つまり、「文字通り（ literally）」充足されることを要し、「実質的に
（substantially）」充足されるだけでは担保の充足にはならない。すなわち、担保が相
当充足（substantial observance）されても担保違反になることを意味する159。 
 
明示担保を厳格に適用した事例として Overseas Commodities Ltd. v. Style 事件160
をあげることができる。本件における保険は、缶詰めの豚肉について、缶の膨張、固有
の瑕疵および隠れた欠陥を含む一切の危険を担保するというもので、「製造業者は製造
日を証明するために、すべての缶にコードを押刻することを担保」していた。缶の中に
は正しくコードが押刻されているものもあったが、コードが押刻されていない缶がある
ということが判明した。被保険危険のために多くの缶詰めが廃棄処分の宣告を受け、残
りの缶詰めも市場より安い値段で売却された。このような事情において、裁判所は次の
通り判決した。 
 
「すなわち、保険契約は缶詰めの数と同じ数だけの契約にこれを再分することは
不可能である。かなりの数の缶にコードが押刻されておらず、したがって全保険
契約について担保違反がある。」 
 
また「アフリカにおいておよびそこから英領西インド諸島の 1 つまたは 2 つ以上の荷
卸港まで」の条件で、1 隻の船が奴隷貿易航海について保険に付けられた。そしてその
船舶は「14 門の 6 ポンド大砲、旋回砲、小武器、および 50 名以上の人員をもってリバ
プール（Liverpool）を出帄し、また船底は銅板をもって被覆されている。」という覚書
                                                   
159  Susan Hodges, Law of Marine Insurance,(London, 1996), p.97.  
160  (1958) 1 Lloyd‟s Rep. Lambeth, (大谷・木村訳・前掲書、pp. 591-592)  
72 
 
が保険証券の欄外に挿入されていた。しかし船舶は 50 人の人員ではなく 46 名の人員
を載せて実際にリバプールを出帄したが、リバプール出帄後 12 時間以内にボーマリス
（Beaumaris）において別に 6 名の人員を載せたことが明らかとなった。リバプールと
ボーマリスとの間では、船舶は 46 名の人員を載せても 50 名を載せた場合と全く同様
に安全であったという明白な証拠もまた提出された。裁判所は全皆一致で次の通りに判
決した161。 
 
「『14 門の 6 ポンド大砲、旋回砲、小武器、および 50 名以上の人員をもってリバ
プール（Liverpool）を出帄し、また船底は銅板をもって被覆されている』という
ことは明示担保であり、この担保は船舶が 46 名の人員のみをのせてリバプールを
出帄することによって担保違反である。したがって本保険証券は完全に無効であ
る。」 
 
またこの事件において、Mansfield 卿 は、次のように述べた。 
 
「いかなる目的のために担保が挿入されるかは全く問うところでない。担保が挿
入されるならば、それが文字通り充足されない限り契約は存在しないのである。」 
    
しかしながら、現代においてこの解釈はあまりにも被保険者に過酷であるために異な
る解釈を求めて法的根拠がもたらされ、またこれがより担保の解釈を複雑にさせている
のである162。 
このような過酷さを緩和する努力は Existological Laboratories Ltd v. Foremost 
Insurance Co. et al「The Bamcell 事件163」におけるカナダの法廷でも見られる。
Bamcell 号の警備員は、緊急時のすべての装備を閉じるための装置をもって毎晩 22 時
から 06 時まで甲板に立っていなければならないことを担保するという条項が挿入され
た契約がなされていたが、この条項は担保ではなく、危険の範囲を定める条項であると
判決された164。 
                                                   
161  De Hahn v. Hartly(1786),1 T.R. 343.Arnould ,op. cit., s. 644. 
162  Soyer, op. cit., p.294. 
163  (1983) 2 SCR 47; Soyer, op. cit., pp.294-295. 
164  Soyer, op. cit., p.294. 
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裁判所は次のように判決した。 
  
「被保険者は、損害発生の前から勤務時間を含む午後 10 時から午前 6 時まで警 
備員が甲板にいなかったために、保険者は自動的にすべての責任から免責される 
が、Bamcell 号の甲板にいなければならない被保険者の義務がない昼間に損害が 
起きたため、その条項を危険制限条項に分類して保険金の回収を許可した。」  
 
この事件の場合、被保険者の救済はできたものの、海上保険における明示担保と他の
条件の区分を難しいものにしたともいえる。本件の判決をもって被保険者は自分の主張
をすることになり、その結果、法の解釈に混乱をもたらし人々はこの法理に対して不信
感を抱くことになったに違いない165。 
 
2）自動免責(Automatic Discharge of Liability) 
 
  英国海上保険第 34 条第 3 項には、保険者は、担保違反を主張する権利を放棄する
ことができると規定しているが、Good luck 号事件166ではその規定が覆された。 
  
同事件おいて銀行は船舶に抵当権を設定し、その担保として保険証券を譲渡して
もらった。保険者は、銀行に対して被保険船舶に保険者の責任がなくなり次第、銀
行に通知するとの旨の保証書（letter of undertaking）を発給した。 
しかし、被保険船舶は特定地域には航海しないとの担保が付けられていたにも関
わらず、特定地域であるアラビア湾に進入し、イラクのミサイルに攻撃され、推定
全損となった。保険者は、担保違反を理由に保険金支払いを拒絶し、船舶に抵当権
をもつ銀行側は保険会社が保険者の責任がなくなったという知らせを迅速に銀行
に通知しなかったことで、保険会社を訴えた。保険者が免責されたかが焦点になっ
たのである。 
控訴院は次のように述べた。 
 
                                                   
165  Soyer, op. cit., pp.294-295. 
166  Bank of nova Scotia v. Hellenic Mutual War Risks Association (Bermuda) Ltd,(The Good 
luck, 1991), 2 Lloyd‟s Rep 191.; Soyer, op. cit., pp.168-178. 
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「担保違反があっても自動的に保険が無効になるのではなく、保険者の取り消
しという行為があってからである。したがって、保険会社が銀行に通知する義
務が発生しなかったので保証した内容についての違反はない。」 
 
この判決によって保険会社は勝利した。しかし、銀行はその結果に不服として、貴族
院に上訴した。貴族院は次のように述べた。 
    
   「担保違反の違反時に保険者の責任は自動的に保険者の責任が終了するため、
保険者の取消などを必要としない。よって、担保違反と同時に保険者は免責さ
れたため保険者に銀行への通知する義務が生じる。したがって、義務違反を犯
した保険会社はその責を負う。」 
  
MIA 第 33 条第 3 項（保険者は担保違反の日から責任を免れる：the insurer is 
discharged from liability as from the date of the breach of warranty）、と第 34 条第 3
項（保険者は、担保違反を主張する権利を放棄することができる。：A breach of 
warranty may be waived by the insurer.）の内容によると、Good luck 号事件におけ
る控訴院の判断は後者に従ったものとみられ、また貴族院は前者に従ったものと考えら
れるが、その判決によって被保険者はより不利になったのである。 
 
3）因果関係 
 
担保は、その違反が損害には何の関係もないものであっても、被保険者がそれに違反
すると、保険者は免責される。たとえば、「爆発しやすいものが積まれている倉庫内で
は、タバコを吸ってはならない。」との明示担保が挿入された船舶保険契約において、
海員達がその担保に違反すれば、船舶が海固有の事故で損害を被っても、被らなくても、
担保違反の事実が立証された場合、MIA第 33条第 3項によって保険者は責任を免れる。
つまり担保違反と事故の因果関係がなくても、保険者は免責されることになる。その因
果関係が成立しなくても担保違反が保険者免責に至ることは、最大善意義務にその根拠
を置くと思われている。 
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Mansfield卿は最大善意義務についてCarter v. Boehm事件167をおいて次のように述
べた。 
 
「偶然事故の可能性を算出するとき根拠になる特別な（special）事実はほとん 
ど被保険者の告知に依存しており、被保険者が認知している全てのことを隠せな 
いという信頼の下に保険は開始する。そのような事実を隠すことは詐欺であり、 
結局保険契約は無効である。このような隠蔽に詐欺的意図がなくても錯誤によっ 
て生じても、保険契約は無効になる。なぜならば、実際に同意された危険は合意 
当時に意図された危険と相違するからである。」 
  
 しかしながら、既述の通り、通信・情報手段が劇的な変化をとげたことで、被保険者
の告知は昔ほどの効力をもたず、また告知を基盤とする約束が契約の両当事者にとって
18 世紀ほどの重要性をもっているとは考え難いことで、この法理は過酷であるといわ
れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
167  (1766) 1W.B1. 593; Arnould ,op. cit., s. 549. 
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３．英国における担保法理の変化 
 
 １）裁判所の解釈による緩和 
 
以前から英国の裁判所は、担保についての自主的解釈の試みが行われなかったわけで
はない。英国の裁判官も担保法理の過酷さを認めているが、海上取引において担保の利
用は避けられないものでありかつ普遍的なもので、裁判所は度々この法理に反する判決
を下したこともある。そこで裁判所の保険法における担保法理の緩和努力について、以
下に整理する。 
 
たとえば、船舶が安全のため 20 丁の銃を搭載し出航するという担保は 20 丁の銃を
搭載し出航することで充足され、その船舶の乗組員が 20 名に満たなくても担保違反で
はないと判決された。また専ら昼において作業すべしとの担保が含まれた紡織工場への
保険契約において、夜にただエンジンを稼動させたにすぎなかった場合は、夜間作業が
行われたわけではないので担保違反ではないと判決された168。 
また保険契約者が「保険の目的物の警備装置が変わらないこと」を担保した場合に、
「警備員の離席は保険契約者の責に帰すべきものではない」と判決169された。しかしな
がら、厳格充足の原則を緩和しようとする裁判所の主張はまだ必ずしも一貫したもので
はない。 
 
2）立法的改革への試み 
 
MIA の担保は被保険者に対して保険者が優位であることが明らかであるにも関わら
ず、議会と裁判所は私的自治の原則を適用し積極的な介入を拒んでいた。しかし、解釈
による裁判所の効力は統一性と一致制において限界があり、立法的改革の必要性が唱え
られた。 
(１）1980 年英国法律委員会の勧告事項（The Law Commission‟s Recommendation） 
 
                                                   
168  Whitehead v. Price (1835) 2 cr. M&R. 447; Colinvaux‟s Law of Insurance,(Sweet & 
Maxwel)1990, p. 120., Mayall v. Mitford (1837) 6 Ad & El 670. 
169  Mint Security v. Blair (1982) 1 Lloyd‟s Rep. 188; Colinvaux‟s, op. cit., p. 391. 
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 英国で保険消費者保護の一貫として、あまりにも厳格な担保法理を緩和しようとする
試みが実質的に行われたのは 1979 年法律委員会による勧告の提出が行われてからであ
る。法律委員会よって 1979 年に暫定報告書を作成され、1980 年には保険法上の不告
知と担保違反に関する最終報告書を作成された。最終報告書は、1977 年の不公正契約
条項法（Unfair Contract Terms Act 1977）の規定の対象から保険契約が除かれてから
出された保険業界の「保険実務に関する陳述書（The Statement of Insurance 
Practice）」は法的拘束力がまったくないもので、その内容が充分ではなかったと同報
告書は指摘し、告知制度と担保制度を存続させることを原則としつつも、その内容を大
幅改定することを提案した。 
 
また 1980 年の報告書では担保の法理について 4 つの点について指摘したのである。 
1 つ目は、担保は保険危険にとって「immaterial」ということでも成立するという点。
2 つ目は、不充足とその後のすべての損害との明確な因果関係の必要性がない点。3
つ目は、被保険者に不利である点。４つ目は契約条項が担保としてみなされる点であ
る。その他の詳細は以下の通りである。 
① 保険契約上の条項はそれが危険に係る重要な事柄である時のみ、担保が適用され、
普通法（common law）上担保として推定されていた事項にも、保険契約者にと
って当該条項が危険に係る重要な事柄ではないことが立証された時はこの推定
は覆されるべきである。 
② ある条項が担保になるためには、保険者は担保事項を記載後、合理的な時間内に
担保が記載されていた書類を保険契約者に提供すべきである。そのような要件を
充足しなかった場合には保険者は担保違反を主張することができない。 
③ 不充足によって終了される旨の文書上の知らせが被保険者に届いたときからそ
の効果が生じる。また過去の不充足まで遡及的ではならない。 
 
（2）勧告事項の内容 
  
しかしながら、この委員会の勧告事項は立法化には至らなかった。その後英国法律委
員会の報告による保険契約法（担保含む）に関する論争が再び繰り広げられ、2006 年
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9 月 22 日に担保に対する争点報告書（Issues paper）が発表された170。 
 担保制度の見直しの必要性に対して委員会は 
① 被保険者の利益に反する 
② 大陸法系統の国家はもちろん米国、カナダ、オーストラリアおよびニュージー   
  ランドとの異なる法律をもっている171 
と指摘し、次のような勧告案172を出した。 
① 担保は書面で行われるべきである。 
② 担保の違反事故が損害に影響を及ぼしていないことを証拠によって立証でき
たら、保険金を受け取る権利はある。これは任意規定とする。 
③ 保険者は、担保違反によって自動免責権が付与されるわけではなく、終了する
権利が与えられるだけで、これは一般契約法の下で非常に深刻な結果をおよぼ
すケースだけ許容されるべきである。 
④ 黙示担保は廃止し、そのまま維持させるならば因果関係が要求されるべきとの
内容にする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
170  The Law Commission Annual Report 2006-2007  
171  The Law Commission Annual Consulation Paper No. 182 Summary report, p. 16.  
172  The Law Commission Annual Consulation Paper No. 182 Summary report, pp. 16-17. 
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４．英国以外の諸国における変化 
 担保法理の過酷さに異議を唱えていた、米国を始めとする諸国は担保法理の緩和のため
に様々な努力を施してきた。その内容は以下の通りである。 
 
 １）米国 
 
MIAが制定されて以降、米国もこの法律を引用して使っていた。つまり、海上保険に
おいては、共通の法をもっていたともいえる。しかし米国で起きたある事件173によって
その状況は一変することになる。 
 
1947年5月、Fireman Fund‟s 保険会社は小型ボートであるWanderer号に対し船舶
保険証券を発行した。この保険証券はイリノイ州の保険ブローカーを通して、同じ州に
居住していた被保険者に発行された。保険証券には「同ボートは、保険者の同意なくし
て売却することができない。また保険者の認可なしで賃料を徴収し、所有者の娯楽以外
の用途に使用されてはならない」との内容が盛り込まれていた。1948年6月3日、
Wilburn兄弟(Glenn, Franck, Henry)は9,000ドルで同船舶を購入した。 
テキサス州出身のWilburn兄弟はテキサス州とオクラホマ州の境にある小さい人工
湖であるTexoma湖に娯楽のためにWanderer号を移した。 
保険証券上、同ボートのTexoma湖における使用は許可を得ていたが、同ボートで娯
楽を行う場合、同ボートの使用はTexoma湖に制限すると規定されていた。 
1948年9月、Wilburn兄弟は同ボートを保険者の同意を得ることなく、オクラホマ州
にある会社であるWilburn‟s Boat社に同ボートを売却した。よってWanderer号の権利
は同社に移転されることになった。また同ボートは、個人が娯楽用に使用することを担
保されていたにもかかわらず、商業用に使われ、運賃を顧客から徴収していた。Wilburn
兄弟の行為は明白な担保違反であった。 
1949年2月25日、Wanderer号はオクラホマ州の海岸から300ヤード離れた海上で停
泊中に原因不明の火事によって焼失したが、上述の担保違反は損害とは何の因果関係も
なかった。被保険者（Wilburn兄弟）は損害の証拠を提出したが、保険者は明白な担保
                                                   
173  Wilburn Boat Co v. Fireman‟s Fund Insurance Co (1953) AMC 284,; Soyer, op. cit., pp. 
266-270. 
80 
 
違反の事実があったことを理由に保険金支払いを拒否した。 
本件に関して連邦地方裁判所は、「担保違反と損害との間に因果関係が全くなくても、
保険者は保険金を支払わない。」と判決した。 
しかし、Wilburn兄弟は、保険証券の準拠法は連邦法ではなく、州法であると主張し
続けた。テキサス州裁判所は「保険契約において船舶を商業用に使用したことは担保違
反であるが、損害が担保違反に起因するものではないので契約を無効にすることはでき
ない。」と判決した。 
1949年6月、3人の兄弟とWilburn‟s Boat社はFireman Fund‟s 保険会社を相手にテ
キサス州裁判所に訴を起こし、40,000ドルの保険金を請求した。しかし、保険者である
Fireman Fund‟s保険会社は、異なる裁判管轄を主張し、同年7月連邦地方裁判所に本件
を移送した。1951年4月、同裁判所は、本件はテキサス州法ではなく連邦海事法が適用
されるべきであるとし、「文字通りの充足」を理由に、「Wilburn兄弟は保険金を回収
できない。」と判決した。その後、Wilburn兄弟は第5巡回控訴裁判所(The Fifth Circuit 
Court of Appeals)に控訴したが、同裁判所は連邦地方裁判所の判決を支持した。 
しかしながら、1955年、連邦最高裁判所は本件における第5巡回控訴裁判所の判決を
棄却し、「州法の下で裁判を行うように」と本件を差し戻した。連邦最高裁判所のBlack
判事は「連邦の規則が存在しない場合、州法が適用されるべきである。」と述べた。 
したがって、保険証券上の担保違反の効果は州法を適用すべきであると判決された。
第5巡回控訴裁判所は、担保違反が損害と因果関係があった場合にのみ担保違反になる
とのテキサス州法は適用されないと述べたが、連邦最高裁判所はこれを否定し、テキサ
ス州法を適用するように本件を控訴裁判所に差し戻したのである。 
その後、控訴裁判所は次のように判決した。 
 
「隠蔽が重要な事実または損害を引き起こす原因に合致する事実ではない限り、
保険金請求は妨害されないと規定した財政法が適用されるべきである。」 
  
 米国では本判決以来、海上保険に関する裁判に統一性が欠けることになり、連邦海上
保険法の制定の声が高まった。 
 
また米国のヨットの保険証券の場合、二つの方法をもって担保の過酷さが緩和されて
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いる。1 つ目は、損害と担保違反の間に因果関係がない場合には、保険者は担保違反の
事実を抗弁として使えないことである。2 つ目は、準拠法条項を挿入し、担保違反によ
って自動免責とされないと規定されている州法を適用させることである174。 
 
２）ドイツ 
  
ドイツの法律の影響力は、ヨーロッパ内外の諸国にもおよんでいる。またドイツの海
上保険市場は世界でもっとも大きな保険市場の 1 つであり、よってドイツの担保の法理
の解釈は世界の海上保険市場に大きな影響を与えている175。 
 
ドイツは 1867 年商法典（Handelsgesetzbush）において海上保険の規定を第 778 条
から第 900 条まで定めていたが、1919 年ドイツ海上保険普通保険約款（Allgemeine 
Deutsche Seeversicherungs-Bedingungen:ADS）に変更された。その後、1978 年ドイ
ツ輸送保険協定（Deutscher Transport Versicherungs Verband：DTV)に添って海上船
舶保険が運用されている176。 
DTV 第 23 条は、「不堪航船舶の航海によって生じた損害に対して、保険者は責を負
うことはない。この場合、被保険者が損害を回収するためには、不堪航と損害の間に因
果関係がなかったことを証明しなければならない。また、不堪航が被保険者の支配を超
える状況におかれていたならば、不堪航の効果が適用されない177。」と定めている。 
DTV 第 12 条第 1 項は、「船級の変更が行われる前に、保険者に告知しなければなら
ない。それ故にこの告知の違反が故意ではなかったことを証明できなかった場合には保
険者は DTV の第 12 条第 5 項によって免責される。また、保険者には被保険険の変更
の告知があってから 14 日以内に契約を終了させる権利が与えられる178。」と定めてい
る。 
しかしながら、DTV 第 11 条は「船級変更を一般危険の変更とみなし、被保険者が被
保険危険の変更について告知しなかったときでも、危険の変更と保険事故との因果関係
                                                   
174  Soyer, op. cit., p. 302. 
175  Soyer, op. cit., p. 265. 
176  Soyer, op. cit., p. 273. 
177  Soyer, op. cit., p. 274. 
178  Soyer, op. cit., p. 275. 
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が存在しない場合、保険金は支払われる179。」と定めている。 
また DTV 第 13 条は、「船舶の所有権が変更された場合、保険契約は自動的に終了す
る。何故ならば、被保険船舶の所有権の変更によって被保険危険が劇的に変化すること
になるからである180。」と定めている。 
 
３）ノルウェー 
 
1996 年、ノルウェー海上保険通則（The Norwegian Marine Insurance Plan）とい
う保険に関する標準保険法が保険市場に現れた。その主な内容は、以下の通りである181。 
 
「航海区域担保の場合、禁止された航行区域を航海している間のみ保険者の支払義務
は中断され、禁止区域から離れると保険者の責任は継続される。」（第 3－15 条第 3
項） 
「船舶が主に違法行為に使用されることに被保険者が同意した場合、保険者は自動的
に免責される。船舶が時折違法目的で使用され、この事実を被保険者が了知していた
かもしくは被保険者の介入が可能であったという事実を被保険者が了知していたな
らば、保険者は損害に対して免責される。しかし、船員による船舶の違法使用があっ
たが被保険者が了知していない場合には被保険者は保護される。」（第 3－16 条） 
「航海中の船舶の所有権が変更された場合、保険カバーは自動的に終了する。」（第 3 
－21 条） 
 「不堪航による損害は、被保険者がその事実を了知していたか、もしくは了知しなが
らその対応を施すことを怠った場合、保険者は免責される。立証責任は、保険者にあ
り、保険者の免責には損害と不堪航の間に因果関係が必要である。」（第 3－22 条）― 
これは不堪航を黙示担保とする英国と異なるところである。 
  「保険者は、保険期間中の保険の目的物（船舶）の不堪航の事実を知ったならば、14
日間の猶予期間を与え保険契約を解除することができる。」（第 3－27 条第 a 項） 
 
                                                   
179  Soyer, op. cit., pp. 276-277.  
180  Soyer, op. cit., pp. 275-276. 
181  Soyer, op. cit., pp. 278-286. 
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４）その他の保険証券 
 
1983年 ITC（Hull）の継続担保（held covered）条項は、危険の変動があった場合、
保険者が追加保険料支払いを承諾する条件で危険を継続的にカバーする条項である。つ
まり、担保違反があったとしても追加保険料を支払うことで保険カバーが終了しない条
項であるため、担保の法理の過酷さを緩和させているものであると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
84 
 
5．Soyer 教授の指摘 
 
既述のように世界市場に占める英国海上保険会社のシェアが 1991 年の 31.2％から
1994 年に 27％、そして 1999 年には 21％に落ち込んだ原因の一つが英国海上保険市場
の競争相手であるノルウェーやドイツのものと比べて保険契約者に不利であるとされ
ている担保法理の存在である。同教授は現在の担保法理の欠点について、制定法の改正
のみで解決することができると述べている。 
以下に同教授の改革案の内容について述べる。 
 
担保法理の改革は、保険者と被保険者の関係を修正するだけではなく、ノンマリンの
被保険者にむけて、MIA の姿勢の変化をみせるという点も効果的なものである182。し
かし、改革には様々な障害が存在している。よって、この担保法理の改革の代案ともい
われている 「実務に関する陳述書（Statement of Practice）」を選択することができる。
この陳述書は、法的強制力は有していないが自己規制として、市場内の保険者に商業的
充足の義務を課すことができる。またこの陳述書は法の改正のように国会の承認を必要
とせず、より簡単に更新することの利点がある。しかし、市場における保険者の評判は
誠に重要である。何の法的拘束力のない約束（陳述）が英国内外の保険者を十分に満足
させることはできないのであるから、陳述書が根本的解決策にはなりえないのは事実で
ある。よって、改革を行うしかないのである183。 
 
1 つ目の改革の形態は、担保法理の廃止である。 
しかし、担保法理はロンドン保険市場を支えている柱であり、担保法理の廃止によっ
てより大きな混乱を招き、もしくは今よりさらに被保険者・保険者の関係が不平等にな
る。仮に今の担保法理が削除されるのであれば、保険者達は直ちにその空白を埋めよう
とするに違いない。よって既存の担保法理のようなものがさらに取り入れられ、より担
保法理は„無慈悲‟になる可能性がある。 
たとえば、「被保険者は、船舶が航海開始および航海中の通常のいかなる段階におい
ても堪航でなければならないことを担保する。この担保の違反によって、保険者は契約
                                                   
182  Soyer, op. cit., p. 301. 
183  Soyer, op. cit., pp. 304-305. 
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を取り消すことができる。」といった条項が挿入される可能性さえある。つまり、担保
法理の廃止によって被保険者の立場がより不利になる可能性すらあるので、担保の廃止
は改革案としては考えられない184。 
 
2 つ目の改革の形態は制定法の改正である。 
英国の担保法理の中でも今一番批判されているところは、担保違反と保険事故との間
に因果関係が成立しなくても保険者が免責されることである。したがって、MIA 第 33
条第 3 項を被保険者が担保違反と保険事故との間に因果関係がないことの蓋然性を比
較考量（on a balance of probability）して立証できれば、保険者は免責されないよう
に改正しなければならない。この条項は、利害当事者や裁判所への新たな負担または被
保険者の訴訟の増加を招く恐れもあるが、新たな条項の挿入を覆すほどではない。また、
担保は一つの条件であると規定している第 33 条第 3 項の文言は、契約法と保険法にお
いてそれぞれ異なる意味を持っており、その解釈が非常に混乱を招いているので、担保
を保険者の保険危険引受または保険者の責任に対する停止条件（condition precedent）
とする185。 
第 34 条第 2 項は自動免責の法理によって生じた条項であるが、第 33 条第 3 項を修
正することによって、損害の発生前に担保違反が改められて、担保が後の損害と因果関
係を持たないときには自動免責条項の修正によって保険者は免責されないため、第 34
条第 2 項の削除は避けられない186。 
最後に、適法担保は当事者自治に任せられないことである。したがって、その違反は
自動免責となるのであるからこの条項については第 33 条にも挿入し187、第 34 条にも
挿入する。 
いままで取り上げた Soyer 教授の MIA の改正案を整理すると以下の通りである188。 
（イタリック体は改定案） 
 
33. Nature of warranty 
                                                   
184  Soyer, op. cit., pp. 306-308. 
185  Soyer, op. cit., pp. 308-311. 
186  Soyer, op. cit., p. 311. 
187  Soyer, op. cit., p. 312. 
188  Soyer, op. cit., pp. 314-315. 
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(1) A warranty, in the following sections relating to warranties, means a  
promissory warranty, that is to say, a warranty by which the assured  
undertakes that some particular shall or shall not be done, or that some  
condition shall be fulfilled, or whereby the affirms of negatives the  
existence of a particular state of facts.  
(2) A warranty may be express or implied. 
(3) Warranty, as above defined, is a condition precedent to the attachment of  
risk or to further liability of the insurer and must be exactly complied 
with. If it be not so complied with, then, subject to any express provision 
in the policy, the insurer is discharged from liability as from the date of 
breach of warranty, but without prejudice to any liability incurred by him 
before that date. 
（3A）When the breach of warranty is followed by a loss, the insurer cannot rely 
on s33(3) if the assured on a balance of probability proves that loss in 
respect of which he indemnified was not caused or contributed to by the 
breach. 
(3C) The previous sub-section dose not apply when the implied warranty of 
legality breached. 
 
「第 33 条 担保の性質 
（１）担保とはこれに関する次条以下の条文においては、確約的担保、すなわち、 
特定のことが行われることもしくは行われないこと、もしくはある条件が充 
足されることを被保険者が約束する担保、または特定の事実状態の存在を被 
保険者が肯定もしくは否定する担保と言う。 
（２）担保は明示または黙示のいずれかとする。 
（３）上に定義された担保は、保険者の保険引受もしくは保険者の責任発生の停 
止条件であって正確に充足されなければならない。正確に充足されなければ、 
保険証券に明示規定を除いて保険者は担保違反時から保険者は免責さ 
れる。しかしその違反前に生じた責任には影響を及ぼさない。 
（3A）担保違反の後に損害が生じた場合において、被保険者が蓋然性を比較考量
87 
 
して、てん補を受ける損害がその違反によって生じたものでないかまたは違
反によって誘発されたものでないことを証明したときは、保険者は第 33 条
第 3 項に頼ることができない。 
（3C） 前項の規定は適法黙示担保の違反の場合には適用されない。」 
 
34. When breach warranty excused 
(1)  Non – compliance with a warranty is excused when, by reason of a change of  
circumstances, the warranty ceases to be applicable to the circumstances of 
the contract, or when compliance with the warranty is rendered unlawful 
by any subsequent law. 
(3)  A breach of warranty may be waived by the insurer. 
(3A)  The Previous sub-section does not apply when the implied warranty of 
legality is breached. 
 
「第 34 条 担保違反がゆるされる場合 
（１）担保の不充足は、事情の変更によって担保が契約の事情に適用できなくなる 
時、また、担保の充足がその後の法律よって違法となる時は、許される。 
（３）保険者は、担保違反を主張する権利を放棄することができる。 
（３A）前項の規定は適法黙示担保の違反の場合には適用されない。」 
 
35. Express warranties 
      (1) An express warranty must be in any form of words from which the 
intention to warrant is to be inferred and it needs not be material to the 
risk insured against. 
      (2) An express warranty must be included in, or written upon, the policy, 
or must be contained in some document incorporated by reference into the  
policy. 
      (3) An express does not exclude an implied warranty, unless it be  
inconsistent therewith. 
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「第 35 条 明示担保 
（１）明示担保は、担保とすべき意思が推測されるものであれば、その文言のい
かんを問わず、またその明示担保が被保険危険に重要なものである必要は
ない。 
（２）明示担保、保険証券に挿入されるかもしくは書加えられるか、または引用
によって保険証券と一体をなす書類の中に記載しなければいけない。 
（３）担保は、それが黙示担保と抵触しない限り、黙示担保を排除しない。」 
 
上記の案は保険者と被保険者の利益を均等に考慮したものであると考えられる。また 
担保（warranty）を停止条件としてとらえ、一般契約法を導入することで被保険者の
立場はより有利になるであろう。 
しかし、Soyer教授は担保法理の改革に非常に慎重であると見受けられる。また第35
条第1項では「またその明示担保が被保険危険に重要なものである必要はない189。」と
いう削除された第33条第3項をそのまま引用されている。同教授の案が被保険者を満足
させる改革案であるかは疑わしい。もう一歩踏み込んだ改革案が望まれるところである。 
 
ここで私の改革案を述べる。 
1 つ目は契約取消の猶予期間の通知である。 
航海中の船舶の担保違反が損害と何ら因果関係を持たないとき、担保違反が見つかっ
た場合、保険者は被保険者に契約取消の猶予期間を与え、その旨を通知する義務を挿入
することを提案する。この通知および猶予期間が与えられたことによって、航海中の船
舶は近くの港に寄港でき、新たな保険契約を結ぶことができる。この条項はすでに紹介
した1996年ノルウェー海上保険通則の第3－27条第a項190を模倣したものである。 
 
2つ目は担保の実質的充足の容認である。 
担保が文字通り（literally）に充足されることではなく、実質的に（substantially）
充足されれば、担保は保険者の選択によって充足されたことと見なされることを意味す
る。しかしながら、決して実質的という文言が故意の怠慢を意味しているわけではない。   
                                                   
189  It needs not be material to the risk insured against. 
190 本論文の 82 ページを参照 
89 
 
現代においてほとんどの船舶は、通信設備をもって常に外部と接触することが可能で
ある。現在の通信設備をもってすれば、例えば、乗組員の不足などは随時保険者に通知
することが可能である。この通知の内容を保険者が判断し、保険契約を継続させるかも
しくは保険契約を終了させるかを被保険者が保険者に委ねた後、担保違反によって損害
を被った場合には保険者は免責されるが、担保違反によって何ら損害を被らなかった場
合には、担保が実質的に充足されたことと見なすことを意味する。 
そもそも保険制度は被保険者が危険を了知し、その了知した危険を保険会社に告知し、
保険会社がその危険を査定して諾否を判断し、承諾するとなればその危険に見合った保
険料を保険契約者に課すのであり、その告知された危険をもとに保険者は担保を判断し、
保険契約者にその担保の文字通りの充足を要求していた18世紀の通信設備をもってす
れば考えられないことである。 
  
3つ目は明示担保の明確化である。従来の判例を考察すると、明示担保の場合、
「warranty（担保）」という文言が加えられなくても「担保」としてみなされること
があった。保険証券に述べられた文言が「担保」であるか「条件」であるかは未だに議
論されているところである。 
MIA 第 35 条第 1 項では、「明示担保は、担保とすべき意思が推測されるものであれ
ば、その文言のいかんを問わない191」と規定している。 
しかしながら、保険証券に述べられている文言を「担保」であると判断するのは裁判
所であり、保険契約の両当事者ではない。つまり、裁判所の判断によって保険証券のあ
る事実が「担保」として見なされることになる。保険証券のあらゆる陳述が担保として
みなされるのは被保険者にとって非常に不利である。したがって、この担保を明確に記
した文言のみを担保とみなすことによって被保険者の負担を軽減させることができる。
また、この「担保」の明記は保険者、被保険者合意の下で行う。 
 
 Soyer 教授と筆者の提案を総合すると以下の通りである。 
 
                                                   
191  An express warranty must be in any form of words from which the intention to warrant  
is to be inferred. 
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33. Nature of warranty 
(1)  A warranty, in the following sections relating to warranties, means a  
promissory warranty, that is to say, a warranty by which the assured  
undertakes that some particular shall or shall not be done, or that some  
condition shall be fulfilled, or whereby the affirms of negatives the  
existence of a particular state of facts.  
(2)  A warranty may be express or implied. 
(3)  Warranty, as above defined, is a condition precedent to the attachment of  
risk or to substantially of the insurer and must be complied with. If it be 
not so complied with, then, subject to any express provision in the policy, 
the insurer is discharged from liability as from the date of breach of 
warranty, but where no loss follows the breach of warranty, the insurer 
must notice giving a grace period before insurance contract is cancelled 
by giving notice as soon as be becomes aware of the breach and  
without prejudice to any liability incurred by him before that date.  
（3A）When the breach of warranty is followed by a loss, the insurer cannot rely 
on s33(3) if the assured on a balance of probability proves that loss in 
respect of which he indemnified was not caused or contributed to by the 
breach. 
(3C) The previous sub-section dose not apply when the implied warranty of 
legality breached. 
 
「第 33 条 担保の性質 
（１）担保とはこれに関する次条以下の条文においては、確約的担保、すなわち、 
特定のことが行われることもしくは行われないこと、もしくはある条件が充 
足されることを被保険者が約束する担保、または特定の事実状態の存在を被 
保険者が肯定もしくは否定する担保を言う。 
（２）担保は明示または黙示のいずれかとする。 
（３）上に定義された担保は、保険者の保険引受もしくは保険者の責任発生の 
   停止条件であって実質的に充足されなければならない。充足されなければ、 
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保険証券に明示規定を除いて保険者は担保違反時から保険者は免責される 
が、担保違反が損害を引き起こさない場合、保険者はその違反を了知すれば 
直ちに契約取消の猶予期間の旨を知らせるべきである。またその違反前に生 
じた責任には影響を及ぼさない。 
（3A）担保違反の後に損害が生じた場合において、被保険者が蓋然性を比較考量
して、てん補を受ける損害がその違反によって生じたものでないかまたは違
反によって誘発されたものでないことを証明したときは、保険者は第 33 条
第 3 項に頼ることができない。 
（3C） 前項の規定は適法黙示担保の違反の場合には適用されない。」 
34. When breach warranty excused 
(1)  Non – compliance with a warranty is excused when, by reason of a change of  
circumstances, the warranty ceases to be applicable to the circumstances of 
the contract, or when compliance with the warranty is rendered unlawful 
by any subsequent law. 
(3)  A breach of warranty may be waived by the insurer. 
(3A)  The Previous sub-section does not apply when the implied warranty of 
legality is breached. 
 
「第 34 条 担保違反がゆるされる場合 
（１）担保の不充足は、事情の変更によって担保が契約の事情に適用できなくなる 
時、また、担保の充足がその後の法律よって違法となる時は、許される。 
（３）保険者は、担保違反を主張する権利を放棄することができる。 
（３A）前項の規定は適法黙示担保の違反の場合には適用されない。」 
 
 35. Express warranties 
      (1) An express warranty must be formed existing in specification of „warrant‟. 
      (2) An express warranty must be included in, or written upon, the policy, 
or must be contained in some document incorporated by reference into the  
policy. 
      (3) An express does not exclude an implied warranty, unless it be  
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inconsistent therewith. 
 
「第 35 条 明示担保 
（１）明示担保には、必ず‘担保する’という文言が存在すべきである。 
（２） 明示担保、保険証券に挿入されるかもしくは書加えられるか、または引
用によって保険証券と一体をなす書類の中に記載しなければいけない。 
（３）担保は、それが黙示担保と抵触しない限り、黙示担保を排除しない。」 
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Ⅶ．終わりに 
 
 担保は保険者に保険料率を正確に計算し、保険料を算定して、保険契約の内容を規制
して危険を管理させる機能を果たしてきた。しかし、MIA の担保において、その違反
は因果関係も求められず、自動免責されることで被保険者にとって非常に不利な法理で
あった。 
この担保法理の改正論議が海上保険の中心地である英国を始めとする多くの国で繰
り広げられてきた。しかし、既述のように担保法理の改善が本格的に提案されたのは
1980 年代であり、以降、英国以外の欧米諸国おいては、法律の整備が素早く行われて
いる。 
しかしながら、海上保険の中心地である英国では改革の議論はなされているものの、
いまだ足踏み状態である。これは、画期的な改正を望む被保険者達の期待に反するもの
である。 
担保がいつ英国の普通法上の原則となり、今日のように、海上保険契約解釈上の重要
問題となったかは明らかでないが、明示担保の場合、その厳格な解釈が裁判上最初に確
定したのは 1786 年の De Hahn v. Hartley 事件であり、この判決により明示担保の意
味が一般に明らかにされたといわれている。その後、担保の概念は MIA によって成文
化されることとなった。判例の成文化に約 120 年の年月が費やされたことになる。し
たがって、英国が成文化にいかに慎重であるかが伺える。 
ドイツ、ノルウェーなどの海上保険市場の成長が目覚ましい中、英国がいまだに被保
険者と保険者の均衡が取れていない、一見不合理的であるともとらえられる担保の法理
を堅持しているのは、恐らく保険契約のモラルリスクに起因していると思う。保険契約
は他の契約とは異なる「最大善意の契約」であり、これが具現化されたものが担保であ
ると思われる。しかし、担保法理はモラルリスクにとらわれすぎて、被保険者の保護を
疎かにすることになり、保険契約の両当事者の均衡が保たれていない法理になってしま
ったのである。しかも、海上危険を取り巻く環境が刻一刻と変化する中で、100 年前の
保険者の安全弁を現在に適用することで矛盾が生じることは必然であろう。また、現在
において、保険契約の当事者である被保険者の保護には程遠く、昔と変わらず保険者に
非常に有利であり、また法律の改正に消極的動きが招いている被保険者の英国海上保険
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市場からの離脱を一刻も早く食い止めるためにも、因果関係の適用、実質的充足の適用、
明示担保の明記、猶予期間の提供が法律の中に盛り込まれなければならないと思う。 
 Lloyd‟s SG 保険証券使用の不満を 1963 年協会貨物約款（ICC）で払しょくさせたよ
うに、MIA の担保法理の改正の期待が高まっている中、同じく英国の英知に期待する
ばかりである。 
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